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２ 月 定 例 会

◎ 会 期 １日間

議 事 日 程

日
時 月 日 曜 議 事 要 項

１ ２
月29日 火

午前10時開会、議席の指定、会議録署名議員の指名、会期の決定、提出
議案上程付議、提案理由説明、議案に対する質疑、討論、採決、広域連
合一般に対する質問、閉会

◎ ２月定例会付議事件

△ 連合長提出議案
第１号議案 佐賀中部広域連合副広域連合長の選任について
第２号議案 平成12年度佐賀中部広域連合一般会計予算
第３号議案 平成12年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算
第４号議案 平成11年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第４号）
第５号議案 佐賀中部広域連合介護保険条例
第６号議案 佐賀中部広域連合情報公開条例
第７号議案 佐賀中部広域連合介護保険円滑導入基金条例
第８号議案 佐賀中部広域連合介護給付費基金条例
第９号議案 佐賀中部広域連合特別職の職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条
例
第10号議案 佐賀中部広域連合職員定数条例の一部を改正する条例
第11号議案 佐賀中部広域連合事務分掌条例の一部を改正する条例
第12号議案 佐賀中部広域連合職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正
する条例

平成12年２月29日 午前10時07分 開会



出 席 議 員

１．梅崎茂弘４．野口進７．藤野兼治10．古賀新太郎13. 江下正儀16. 原田禎浩19. 広瀬
泰則22. 池田勝則25. 堤惟義 ２．吉浦啓一郎５．副島孝之８．佐藤正治11．江頭寿之14.
江口貞幸17．貞包岩男20. 西村嘉宣23. 宮地千里26. 米村義雅 ３．大久保憲二６．南里和
幸９．小田健治12．小柳利文15. 福島幸雄18. 永冨登21. 福井久男24．山下明子

地方自治法第121条による出席者

広域連合長 木下敏之 副広域連合長 横尾俊彦
副広域連合長 川崎敬治 副広域連合長 江口善己
副広域連合長 石丸義弘 副広域連合長 川副綾男
副広域連合長 松永哲雄 副広域連合長 納冨傅五
副広域連合長 田原英征 副広域連合長 重松紀之
副広域連合長 大隈英麿 副広域連合長 福島俊彦
副広域連合長 山口三喜男 副広域連合長 嘉村忠行
副広域連合長 橋本平次郎 副広域連合長 大坪常雄
副広域連合長 牧口新太 助役 寺町博
収入役 木原忠光 監査委員 百崎素弘
事務局長 釘本則高 総務課長 飯盛克己
介護認定課長 岡部洋子 業務課長 青木善四郎

◎ 開 会
○米村議長
これより佐賀中部広域連合議会定例会を開会いたします。
◎ 議席指定
○米村議長
議席の指定を行います。
議席は、会議規則第４条の規定により、議長において指定いたします。
各議員の氏名とその議席の番号を職員に朗読させます。
〔書 記 朗 読〕
１番梅崎議員、２番吉浦議員、３番大久保議員、４番野口議員、５番副島議員、６番
南里議員、７番藤野議員、８番佐藤議員、９番小田議員、10番古賀議員、11番江頭議
員、12番小柳議員、13番江下議員、14番江口議員、15番福島議員、16番原田議
員、17番貞包議員、18番永冨議員、19番広瀬議員、20番西村議員、21番福井議
員、22番池田議員、23番宮地議員、24番山下議員、25番堤議員、26番米村議員。
◎ 会議録署名議員指名
○米村議長
続きまして、会議録署名議員の指名を行います。
会議録署名議員は、会議規則第74条の規定により、議長において大久保議員及び堤議
員を指名いたします。
◎ 会期決定
○米村議長
会期の決定を議題といたします。
本定例会の会期は、本日１日間といたしたいと思いますが、御異議ありませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）



御異議なしと認めます。よって会期は本日１日間と決定いたしました。
◎ 議事日程
○米村議長
次に、本定例会の議事日程は、お手元に配布いたしております日程表のとおり定める
ことに御異議ありませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）
御異議なしと認めます。よって議事日程はお手元に配布いたしております日程表のと
おり決定いたします。
◎ 議案上程
○米村議長
第１号議案 佐賀中部広域連合副広域連合長の選任についてを上程付議いたします。
◎ 提案理由説明
○米村議長
議案の朗読はこれを省略し、直ちに上程議案に対する提案理由の説明を求めます。
○木下広域連合長
おはようございます。人事案件に関する議案につきまして、提案理由を申し上げま
す。
第１号議案「佐賀中部広域連合副広域連合長の選任について」は、副広域連合長の選
任につきまして、お諮りするものであります。
今回、その副広域連合長といたしまして、任期満了に伴いまして新たに東与賀町長に
就任されました、石丸義弘氏の選任につきまして、同意をお願いいたすものでありま
す。
何とぞ、よろしく御審議を賜りますようお願い申し上げます。
◎ 議案に対する質疑
○米村議長
これより上程議案に対する質疑を開始いたします。御質疑はございませんか。
（「なし」と呼ぶ者あり）
質疑もないようでございますので、質疑はこれをもって終結いたします。
◎ 採 決
○米村議長
第１号議案を採決いたします。
第１号議案について、原案に同意することに御異議ありませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）
御異議なしと認めます。よって第１号議案は原案に同意されました。
石丸副広域連合長さん、着席をお願いします。
〔石丸副広域連合長着席〕
◎ 議案上程
○米村議長
第２号議案乃至第12号議案を一括上程付議いたします。
◎ 提案理由説明
○米村議長
議案の朗読はこれを省略し、直ちに上程諸議案に対する提案理由の説明を求めます。
○木下広域連合長
本日、佐賀中部広域連合定例会を招集し、当面する諸案件につきまして、御審議をお
願いいたすこととなりましたので、これら上程諸議案の概要につきまして御説明申し
上げます。
いよいよ、４月から介護保険制度が施行されるに当たり、佐賀中部広域連合では、ま
ず、第１に住民の方々に不安なく介護保険制度を受け入れていただくことを念頭に、
その対応を図っているところでございます。昨年９月からの要介護認定の申請者は、



２月21日現在 7,341人を数え、今後４月までに１万人程度の申請者があるものと予測し
ておりますが、このうちで要介護、要支援と認定される方は 8,500人程度と見込んでお
り、この数は年々増加の一途をたどるものと思われます。超高齢社会を迎えるに当た
りまして、高齢者の方々が安心して暮らしていけるような社会の建設について、介護
保険制度が持つ役割を十分に認識し、なお一層の努力を傾注していきたいと考えてお
ります。
それでは、上程諸議案の概要につきまして、御説明申し上げます。
まず初めに、昨年11月に国から発表されました「介護保険法の円滑な実施のための特
別対策」につきましては、今回、お諮りする第２号から第５号まで並びに第７号及び
第８号の議案と数多くの議案に関係しておりますので、まず、最初にこの特別対策に
ついて御説明申し上げます。
まず、第１号被保険者の保険料軽減対策として、平成12年４月から９月までは保険料
の徴収を行わずに、その後、同年10月から平成13年９月までは本来の保険料の額の半
分を徴収することになりました。
その財源補てんとして、並びにこの対策に伴うシステムの改修及び広域化の支援経費
として国から臨時特例交付金が交付されることになり、その資金を新たに「介護保険
円滑導入基金」として創設し、積み立てを行い、平成11年度から平成13年度までの予
算の中で、第１号被保険者の保険料軽減分、システム改修経費等に取り崩してまいり
ます。
次に、低所得者対策として、
平成11年度にホームヘルプサービスを受給されている方で、その世帯の生計中心者が
所得税非課税となる低所得者の方につきましては、介護サービスとしてホームヘルプ
サービスを利用する際に支払う利用料を、平成12年度から平成14年度までの３カ年間
は10％を３％にし、平成15年度、16年度の２カ年間は６％程度に軽減することとなっ
たところであります。
この施策につきましては、18市町村との話し合いにより、佐賀中部広域連合が取り扱
うこととなりましたので、第２号議案及び第４号議案において、その必要となる経費
を措置いたしております。
それでは、予算議案につきまして、御説明申し上げます。
第２号議案「平成12年度佐賀中部広域連合一般会計予算」は、介護保険制度が施行さ
れる初年度として、住民の方々が安心して介護保険制度を利用していただき、また、
保険者として、円滑な運営ができるよう、所要の予算措置を講じております。
特に、本格的な制度施行に伴う事務局体制の機構改革に伴うものとして、第10号議案
及び第11号議案とも関連しておりますが、保険者として円滑かつ効率的な運営ができ
るよう、５課体制を４課体制とし、職員数につきましても、60名の職員定数を50名と
し、所要の措置を講じております。
平成12年度の一般会計の予算額は８億円となっ
ており、前年度に対し86％の増となっております。
歳出予算の主な内容といたしましては、
まず、「介護保険の円滑な実施のための特別措置」に関する事業といたしまして、
ホームヘルプサービスの利用料軽減対策事業として、軽減する７％分約 6,300万円を措
置いたしております。
次に、公平・公正な認定審査等の運営を行うためのものとして、平成12年度は、その
基礎となります要介護・要支援認定の申請件数を約15,000人と見込んでおります。
この申請件数に対し、審査を行う介護認定審査会は、平成11年度に引き続き、20合議
体で審査判定をお願いしているところであります。
今回、審査会運営事業といたしましては、この審査会を運営するための経費及び審査
会開催時に必要となります主治医意見書作成料等の事務費を計上いたしております。
次に、認定調査事務事業につきましては、



約15,000人の申請に対する調査業務は、介護保険法第27条の規定に基づき、県が指定し
ます居宅介護支援事業者及び介護保険施設に委託することとし、緊急の場合や域外の
調査等につきまして、18市町村の保健婦及び広域連合の調査員が対応することといた
しており、これらに要します経費を措置いたしております。
要介護認定業務における公平・公正性の確保は、介護保険制度の根幹であり、必要不
可欠なものと思慮いたしております。そこで、新たに調査員となる者に対しまして
は、これまでどおり広域連合が行います研修を必ず受講することとし、調査に対する
心構え、特に、いかにして公平・公正性を保つかなどの講義を重点的に実施し、調査
員の質の向上を図ってまいります。
また、既に研修を終えた調査員に対しましても、新規事業として継続研修を開催し、
より深い専門的な研修を行い、より公平・公正な調査ができるように指導していきた
いと考えております。
さらに、調査を委託します、すべての事業者に対して立入調査を行い、施設長及び調
査員に対し公平性確保に対する指導を行うことといたしております。
また、新たに制度運営していくための事業といたしまして、保険料の賦課徴収事務が
あります。保険料につきましては、特別対策の説明におきまして申し述べましたとお
り、平成12年度の４月から９月までは保険料の徴収を行わず、10月から３月までにお
いては２分の１の額の保険料を徴収することとなります。この保険料の賦課徴収に係
る
納付書作成等の諸経費を措置いたしております。
介護保険制度の周知を図るための趣旨普及事業といたしまして、
全戸に配布いたしますパンフレットのほかに、広報用ビデオを作制し、広く住民の
方々に介護保険制度及び今回の特別対策に伴う保険料の徴収方法の変更点などを御理
解していただきたいと考えております。
また、介護予防、元気高齢者づくりのための保健福祉事業といたしまして、
介護保険事業計画におきまして、要介護状態または要支援状態になることを予防する
手段として、地域の中で保健、医療などと連携したリハビリテーションの重要性が提
言されたところであります。
これを受けまして、地域リハビリテーション支援センターの設置を目標に、医師会等
関係機関との調整、研修等に要する経費を措置いたしております。
以上、平成12年度一般会計予算の主なものを御説明いたしましたが、この財源といた
しましては、国・県補助金、基金繰入金等で措置し、予備費により収支の調整をいた
しております。
次に、第３号議案「平成12年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算」は、いよい
よ介護保険制度が施行されることに伴い保険料を納付していただき、介護サービスを
給付いたすことになりますが、これらに関する収入及び支出について、介護保険法第
３条の規定に基づき、新たに特別会計を設置いたすものであります。
予算総額といたしましては、約 140億円となっております。歳出の主な内容につきまし
ては、保険給付費として提供された介護サービス費に要する費用、その他、県に設置
されます財政安定化基金への拠出金、介護給付費基金積立金等を措置いたしておりま
す。
その財源につきましては、第１号被保険者の保険料のほか、基金繰入金、支払基金交
付金、国・県支出金等で措置し、予備費により収支の調整をいたしております。
続きまして、第４号議案「平成11年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第４
号）」は、「介護保険法の円滑な実施のための特別対策」に対応するとともに、国庫
補助金の内示に伴う調整、その他決算見込みに伴う経費につきまして、所要の補正措
置を講じております。
補正額は、約27億 700万円となっており、補正後の予算総額は34億 7,800万円となって
おります。



歳出予算の主な内容といたしましては、
まず、「介護保険の円滑な実施のための特別措置」に関する事業といたしまして、
保険料の財源補てん分として交付されます臨時特例交付金を受け、新たに創設いたし
ます介護保険円滑導入基金に約27億 2,800万円を積み立ていたします。
この基金を財源とし、徴収方法の変更に伴います介護保険システム改修及び低所得者
対策の一環として取り組むホームヘルプサービス利用者の利用料に対する経過措置に
係るシステム改修並びに介護保険情報ネットワーク整備事業に要する経費を措置いた
しております。
次に、広報事業といたしましては、
特別対策で変更された諸施策を含め、再度、介護保険制度の周知に全力を挙げるた
め、全戸配布のパンフレット、テレビ番組等の経費を措置し、この財源として、新た
に交付されることとなりました介護保険事業費補助金を充当いたしております。
以上、一般会計補正予算の主なものを御説明いたしましたが、この財源といたしまし
ては、国庫補助金、基金繰入金等で措置し、予備費により収支の調整をいたしており
ます。
以上で予算関係議案の説明を終わりますが、なお、細部の点につきましては、予算事
項別明細書等により御検討いただきたいと存じます。
引き続き、条例等議案につきまして、御説明を申し上げます。
第５号議案「佐賀中部広域連合介護保険条例」は、佐賀中部広域連合におきます介護
保険運営の基本指針となるものであります。
この条例の内容といたしましては、保険料徴収等制度の施行に必要な事項のほかに、
住民の意見を適切に反映させた介護保険に関する施策を積極的に推進するための機関
として、介護保険運営協議会を設置しております。
保険料につきましては、介護保険事業計画等策定委員会からの答申に基づき、保険料
の基準額を月額 3,068円とし、所得に応じて５段階の規定をいたしております。
さらに、この保険料の徴収方法や減免等につきましても規定いたしております。
続きまして、第６号議案「佐賀中部広域連合情報公開条例」につきましては、住民の
負託に基づき行っております介護保険に関する情報について、住民の知る権利を明記
し、公正で開かれた行政を実現するために情報公開制度を定めるものであります。
次に、第７号議案「佐賀中部広域連合介護保険円滑導入基金条例」につきましては、
第４号議案に関連し、「介護保険法の円滑な実施のための特別対策」に伴い交付され
ました臨時特例交付金を積み立てるものであります。
また、第８号議案「佐賀中部広域連合介護給付費基金条例」につきましては、第３号
議案に関連し、介護保険の給付費は平成12年度から平成14年度までを同一の保険料と
して計算されますので、平成12年度の剰余分を年度間調整のため、基金として積み立
てるものであります。
その他の条例議案につきましては、提出議案の末尾に提案理由を略記いたしておりま
すので、それにより御了承いただきたいと存じます。
何とぞ、よろしく御審議を賜りますようお願い申し上げます。
◎ 議案に対する質疑
○米村議長
これより上程諸議案に対する質疑を開始いたします。
質疑の通告がありますので、順次発言を許可いたします。
○宮地議員
おはようございます。佐賀市の宮地千里でございます。ただいまから議案質疑をさせ
ていただきたいと思います。
１、平成12年度一般会計予算歳出、第２款総務
費、１項総務管理費、３節職員手当等 5，427万 6,000円、同じく19節負担金補助及び交
付金、細節派遣職員負担金３億 1,677万 5,000円、同じく第10号議案の佐賀中部広域連



合職員の定数条例の一部改正案の第２条中「60人」を「50人」に改めると、以上の議
案につき関連いたしておりますので、一括して質疑を行います。
佐賀中部広域連合の正式発足に当たり、厚生省より示されました職員基準に基づき、
第10号議案として50人と定め、これに伴う職員人件費として今回３節負担金 5,427万
6,000円、及び19節派遣職員費３億 1,677万 5,000円が提案されておりますが、介護保険
の実施は初めてのことであり、今後、いろんな問題が生ずるものと予想されます。ま
た、先日調査に参りました松本広域連合では、構成市町村や人口が本広域連合より多
いのにもかかわらず、準備期間はわずか15人の職員でスタートされ、実施に当たって
も保険料の徴収や赤字等を考慮し、必要最小限度で徐々に増員していくと説明を受け
たところであります。現在までの準備期間中は現職員皆様方の必死の努力によって今
日を迎えたことについては私も心から感謝を申し上げる次第でありますが、今後のこ
とを考えれば、業務の内容によって徐々に増員することが私は最善と思慮いたしてお
ります。よって、次のことについて所見をお尋ねいたします。
一つ、厚生省の職員配置基準及び他の広域連合の職員配置について、どのように調査
し、どう整合性をとられ、今回の配置になったのか。
二つ、事務局体制図では新たに賦課収納係に７人配置されておりますが、保険料の徴
収はいずれも国民健康保険税と同時に徴収されるとなっております。その必要はある
かと私は思います。また、先ほどの連合長の説明のように、半年間は第１号被保険者
は徴収しないと、こういうことにもなっております。
３点目、給付課が新設され、10人配置されていますが、割合簡単な給付業務にな
ぜ10人も必要なのか、説明をいただきたいと思います。
４点目、よその連合同様、業務の実態に合わせ徐々に職員を増員して配置していただ
くことが私は一番ベターだと思いますが、この点についてどのようにお考えかお尋ね
をして、質問を終わりたいと思います。
○寺町助役
宮地千里議員の質問にお答えさせていただきます。
まず最初に、定数を50人というふうなことで出発するというように計画しております
が、その根拠等についてどうかというふうなことでございました。
宮地議員さんが視察に行かれました松本市は15人でスタートしているというようなこ
とで、今回の広域連合は33人でスタートしている。そういうふうなところで人員が多
くはないかというふうなことでございましたが、松本市と私たちの広域連合とは事務
の取り扱う内容が若干違っておるわけでございまして、松本市は認定業務を中心に
やっていくというふうなことで、給付とか、また、いろんな収納とか、そういうもの
については、徐々に今後ふやしていくというふうな考え方でスタートがなされておる
というふうに伺っておりますので、そのあたりの考えの違いからこういうふうな人員
体制に違いが出てきているのではないかと思うわけでございます。
そして、50人というふうな算出はどのようにしているかというふうなことでございま
すが、もちろん、私たちとしても他の団体等の例等をいろいろ参酌をしながら、この
広域連合でやっていく業務を遂行するには、やはりどうしても当初は33人程度、ま
た、当初は60人というふうな計画を持っておりましたけれども、今お話がありました
ように、例えば、特別対策としての保険料徴収が半年間延期されたとか、特別徴収対
象者が、当初は年金が36万円以上の人は18万円まで下げられたというふうなことで、
普通徴収対象者が大幅に減ったというふうなことから、50人体制で何とかできるので
はないかというようなことで、今回、60人を50人に減らす条例案を提出させてもらっ
ているところでございます。
それから、給付係、それから収納係の人員が多くはないかというふうな御意見でござ
いました。収納係につきましては、やはり特別徴収分については社会保険庁から年金
からの天引きでそのあたりはうまくいくかと思いますけれども、やはり普通徴収の分
になりますと、どうしても出向いて徴収をすると、また、滞納の徴収というふうな事



務が相当出てくるのではないかというふうに考えられます。そういうところから、一
応収納係については７人程度の人が必要ではないかというふうに算定をいたしまし
て、現在行っておるわけでございます。この算定に当たりましては、国保体制等も、
いろいろ各団体等の状況等も参酌しながら、一応７人というふうなことで算定をさせ
てもらっております。
それから、給付係でございますが、給付係についても、先ほど説明もありましたよう
に、ホームヘルプサービス等でのいろんな軽減措置、また、今後、社会福祉法人等の
協力を得ながら、軽減措置等、いろいろな事務が出てきております。こういうふうな
事務をやっていくためには、給付係というのは相当複雑な事務を処理していかなくて
はならないというふうなことで、今回、10人というふうなことで出発をさせてもらっ
ております。この人員を算定するに当たりましては、県内の他の団体はもちろん、い
ろんなほかの県の団体等での取り扱い状況等をいろいろ参酌しながら、現在50人で何
とか対応できるというふうに踏みまして、今回、条例案を提出させてもらっていると
ころでございます。
○宮地議員
ただいま寺町助役より御答弁をいただいたわけでございますけれども、そういうふう
な考え方もあることは私もわかりますが、賦課収納係については、私は実は国保の担
当の審議会の委員もしておるわけでございますけれども、すべて介護保険の個人徴収
分については、国民健康保険とすべて一括して徴収すると、こういうふうに明確に
我々は説明を受けております。したがって、中部連合が直接これを徴収するというこ
とはないはずです、事務的に。向こうの方から徴収されたものをこちらの方に一括し
ていただくと。それと、納入できなかった未納の人に対しての催促も、これは健康保
険の方の担当でその業務はやりますよと、こういうような説明を受けております。し
たがって、私は、先ほどの暫定措置として半年間の徴収猶予、また１年間の半分の減
額というようなことを考えれば、ここに改めて50人の職員の枠は設けてもよろしいん
ですけれども、これを一番最初からすべて 100％充足してやっていくには私はおかしい
と思います、正直言って。したがって、そこらあたりは弾力的な方法でやっていただ
きたいと。実際収納係をつくったって業務はないんじゃないですかね。だから、その
業務か出てきてから、それから職員を充当しても私は遅くはないと思います。
それから、給付の方ですけれども、給付も特に手っ取り早いのは、国保連合会があり
ますね。国保連合会の方でいろいろやる。あれだけの人間であれだけの事務をこなし
ておるわけですよ。そういう面と比較すれば、私は10人は大変多過ぎはせんかと、こ
ういうような感覚で私は物を申し上げておるわけです。そこらあたり、もう一つ御答
弁をいただきたいと思います。
国民健康保険が徴収できなかった分をすべて中部連合が徴収するというようなことで
あれば、私はわからんことはないわけです。それはあり得ないことだと思います。国
民健康保険ですべてを徴収すると私は聞いておりますから、そこらあたりはどういう
ふうになっておりますかね、そこらあたりも含めてもう一度答弁をお願いしたいと思
います。
○飯盛総務課長
ただいまの宮地議員の質問の中で、国民健康保険の徴収の件についての御質問がござ
いましたけれども、国民健康保険の方が徴収いたしますのは、40歳から64歳までの２
号被保険者に限られております。１号被保険者につきましては、86％の方が年金から
徴収という形になりますけれども、残りの14％につきましては、中部広域連合の方か
ら納付書を差し上げて徴収するようになっております。その分の事務がございますの
で。また、年金の方からいろいろお金をいただくことがありますけれども、それにつ
いても、調定業務等いろんな業務等が発生しておりますので、最低限の人間は必要で
ないかというふうに考えております。
また、給付のことについての御質問がございましたけれども、当然法定給付につきま



しては、国民健康保険団体連合会の方から一括支払いを事業者の方々にとってはされ
ることになりますけれども、高額サービス費の支給だとか、被保険者の方が申請を行
われて実際介護度が決まるまでに１カ月かかります。ところが、認定結果が出ました
ら、この申請日までさかのぼります。これは償還払いという方法でさかのぼって支給
されます。つまり、国民健康保険連合会の方からの支給だけでは対応できない部分が
非常に多くございます。そのために給付課については職員を配置しております。ま
た、給付課は２係を考えておりまして、もう一つの事業の柱としては保健事業の推進
を考えています。リハビリテーションの事業だとか、いろんな健康づくりの事業につ
いても18市町村とタイアップして、一緒になってお年寄りの健康づくりに推進してい
きたいというふうに考えているところでありますので、その分につきましても、保健
婦等の対応をいたしているところであります。
また、実際全く前例のないものからつくり上げております体制上、私どもといたしま
しては、逆に立ち上げのときが人手が要るんではないかと。制度が安定してきました
場合は幾らか減員でも可能じゃないかと、こういうふうに考えておりますので、50人
の体制ということでお願いしていると
いうところであります。よろしくお願いします。
○宮地議員
ただいま飯盛課長から御答弁いただきましたけれども、ちょっと念を押しておきたい
と思いますが、１号被保険者の年金外の徴収についても、私は国保の方と一緒になっ
て徴収すると、こういうふうに聞いておりますが、それは中部連合でやるんですか
ね。それはちょっとここではっきりしておかんといけないと思いますので、その点は
もう一つ御回答をお願い申し上げたいと思います。
それから、御説明があったような考えもそれはできると思いますけれども、実際そう
いうふうで年金から一括徴収と、それと年金から徴収できない人は、一部の方はこれ
も私は国保の方で徴収すると聞いておりますので、何で収納係が要るのかなと、どう
してもそれは納得いきません。
それから、給付係についても、今おっしゃったように、私も不勉強なところもあった
ようでございますけれども、やはりよその連合と同じく、または国保連合と同じよう
なレベルの業務担当はしていただきたいなと、こう思いますので、再度、寺町助役の
方から御答弁をお願いしたいと思います。
○寺町助役
１号被保険者につきましては、基本的には納付書等を送付して普通徴収になってまい
ります。――失礼いたしました。年金は、18万円未満の方につきましては普通徴収と
いうことになるわけでございますが、この普通徴収をされる対象の方は、大半は議員
さんが御指摘のように国民健康保険にも入られておると思うわけでございます。その
国民健康保険と一緒に取ってはよくはないかと、全部国保の方に任せてはよくはない
かというふうな御意見かと思うわけでございますが、そのあたりはやはり国保と十分
に連携をとってやっていく必要はあろうと思っておりますが、国保の方でもやはりそ
のあたりを全部任せられると対応できないというふうなことを言っておりますので、
やはり数が数でございます。現在、この広域連合内では１万人程度の方々が普通徴収
になろうかと思うわけでございます。そういう方々から取っていく場合に、また滞納
というふうなことも出てこようかと思うわけでございますので、やはり広域連合でき
ちっとした収納係の体制をとっていかないと対応ができないんではないかというふう
なことで、そのあたりを勘案いたしまして、現在の７人というふうなことを考えてお
るわけでございます。
それから、給付係につきましても、今いろいろ課長等から説明をいたしましたよう
に、いろんな事務が出てまいります。確かに、基本的には給付は国保連合会の方でし
ていただきますけれども、それ以外にも、今申しましたように高額サービス料の支給
とか償還払い、それから、先ほど申しましたように、今後広域連合が構成市町村から



委託を受けて行いますヘルプサービスとか、それから社会福祉法人等が行うサービス
へのいろんな軽減等を広域連合が市町村から委託を受けてやっていく計画にしており
ます。そういうふうな事務が新たに出てまいりますので、やはり給付係としての10人
というのはぜひ必要というふうに私たちは考えて今回お願いしているところでござい
ます。
○貞包議員
貞包岩男でございます。昨年９月に改選がございまして、今度新たに中部広域連合の
議員として勉強させていただくことになりました。この広域連合での議会は初めてで
ございますが、ひとつ私もしっかり勉強したいと思いますので、よろしくお願いをし
たいと思います。
それで、質疑について情報公開条例、第６号議案でございますけれども、この点につ
いて御質問をいたしております。情報公開条例につきましては、それぞれ各自治体、
あるいはいろんな機関で情報公開がされるような機会が今多く出されておりまして、
それぞれの市町村でも公開条例については設定をされるという段階になっていると思
います。そういう意味では、いち早く中部広域連合としても情報の公開をやるんだと
いうことで、今回提案なされております。
その中で１点お聞きをしておきたいというのは、第３条関係でございますけれども、
これは住民の知る権利、これについては十分尊重しなければなりませんけれども、い
わゆる個人情報、プライバシーに関する情報がどのような扱いになっていくかという
のは大変難しい問題ではないだろうかというふうに思います。とりわけ、この介護保
険制度については、それぞれ個人の情報が非常に重要視されるということで、ここで
お聞きをしておきたいと思いますが、特に私がお聞きをしたいのは、医師の意見書と
いうのが出されるわけでございますけれども、この点に関してどのように取り扱いを
されるのか、お伺いをしたいと思います。
現在、個人情報、プライバシー等についての取り扱いについては、要綱の中で議論を
しているというような説明もあっておりますが、先ほど申し上げました個人情報をも
とに介護保険の場合は個人のケアプランというのを立てるわけでございますから、そ
ういったものも加味しながら、具体的な検討が必要ではないかというふうに考えてお
りますので、お伺いをしたいと思います。
以上でございます。
○寺町助役
ただいまの御質問は、特に今回の介護保険の中では個人の情報をたくさん取り扱うの
で、そのあたりの取り扱いについてということでございました。特に、今御意見あり
ましたように、主治医の意見書、この取り扱いを特に慎重にやるべきではないかとい
うふうな御意見でございました。
今回の介護保険制度の運営に当たりましては、御指摘のとおり、膨大な被保険者の個
人情報を扱うことになるわけでございます。この情報公開制度は、すべての文書を公
開しまして、公正な行政の運営を行うものでありますが、個人のプライバシーを守る
ことも行政の原則であります。特に要介護認定の過程において必要となる調査票や主
治医意見書につきましては、申請された方の心身状況等の重大な個人情報が含まれて
おり、取り扱いには細心の注意が必要と認識しております。
情報公開条例では、プライバシー保護のために個人が特定できる情報については非公
開としておりますが、一方では、介護サービス計画作成の際、今申しました調査票や
主治医の意見書を介護サービス計画作成者に提供することで、その方の状態をより的
確に把握し、その方に最も適した介護サービス計画をつくることを可能にするため
に、これらの情報を開示できる手続を規定することもまた必要であるわけでございま
す。
こういうことで、連合ではこうした個人情報につきまして、情報公開条例第６条第２
号ウにあります「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公開することが必



要であると認められる情報」といたしまして、これから要綱において開示手続を規定
しまして、情報開示に対して迅速に対応することができるよう努め、住民の皆様の知
る権利の確保と公正で開かれた広域連合行政の実現を目指すことといたしておりま
す。
これから定めます要綱では、情報開示の要件は介護サービス計画作成を目的とする場
合に限定いたしまして、情報開示請求できるのは、本人以外には親族と本人の介護
サービス計画の作成者に限り、本人の同意を得ることを前提としたいと考え
ております。また、開示する情報につきましては、
介護サービス計画作成に必要な情報である調査票と主治医意見書のみといたしまし
て、主治医意見書におきましては、主治医の同意を必要とするというふうなことで取
り扱う計画でございます。
そのほか、個人情報の取り扱いにつきましては、必要な規定を設けまして、当該者の
プライバシー侵害の危険性がないように十分に検討を進めているところでございま
す。
○貞包議員
今のお答えでは、医師の意見書並びに個人に関する、とりわけ身体に関する情報等に
ついては親族及び本人の同意、そして、医師の同意ということで御回答がございまし
た。これはやはり慎重に対処しなければならない問題と同時に、個人的な身体の状況
についても十分把握した上でないとケアプランが立てられないという側面を持ってお
りますので、慎重に慎重を期した上での対応をぜひお願いしたいと思います。
それともう一つお伺いをいたしたいのは、現在要綱をつくっている段階ということで
ございますが、大体どの程度まで進んでいるのか、そして、４月までには十分間に合
うようにしなければなりませんけれども、その点についてお伺いをしたいと思いま
す。
以上で終わります。
○飯盛総務課長
要綱等の整備につきましては、現在、その原案ができ上がったところであります。し
たがいまして、この後に連合長までの決裁を終えまして、４月１日には間に合うよう
に公布をしたいというふうに考えております。
○山下議員
佐賀市の山下明子でございます。いよいよ介護保険の実施を目前に控えているという
今ですけれども、保険料、利用料、サービス内容についての不安がますます強まって
いるのも事実です。全国的に各団体、地域でもさまざまな問題が出され、その解決策
を求めた運動や取り組みも行われているようです。そうした中で、今議会に提案され
ている介護保険条例は、佐賀中部広域連合を構成する18市町村の住民がだれでも、い
つでも、どこでも安心して介護を受けることのできる条例としなくてはならないと思
います。そういう視点から幾つかお尋ねしたいと思います。
まず、介護保険の保険料の徴収猶予を定めた14条、それから、減免を定めた15条の問
題なんですが、一つは、保険料の猶予期間を６カ月と区切られておりますが、６カ月
を過ぎても事態が変わらないという場合はどうなるのかということです。さらに、６
カ月を過ぎた場合に払えるような状態になったとしても、その猶予していたものが、
復活したものが全部かぶさってきた場合に大変な負担となってくると思いますけれど
も、分納という方法がきちんととられるのかどうか、この点についても伺っておきた
いと思います。
さらに、この14条、15条のそれぞれの事由ですね、４項目ずつ定められております。
震災、風水害、火災、その他に関する災害、あるいは住宅、家財、又はその他の財産
について著しい損害を受けた場合というのが一つ目、二つ目は、生計中心者の死亡や
長期入院などの理由、それから、三つ目には失業や休業、廃業、こういった問題、四
つ目には干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、それから漁師さんの不漁、こ



うしたものについての問題が出されておりますが、ここで限定的にしてしまうのでは
なく、これらに含まれない場合が出てきたことを想定されて、特に「その他広域連合
長が必要と認めた場合」という項目を設けておくべきではないかと考えております。
国保の条例などを見ましても、そういったことが掲げられておりますし、やはりこう
したことを担保的にも設けるべきではないかと思いますが、その点、どうお考えで
しょうか。
それから、第４条の運営協議会の権限と設置の時期についてです。これについて、も
う少し詳しく中身をお聞きしておきたいと思います。どういう権限を持っていくの
か、それから、とりわけこれは利用者の苦情処理ですとか、そういう中身をよくして
いく問題でどういう権限を持つことになるのか、それから、４月１日から制度が実施
されるわけですが、この協議会そのものは一体いつまでに設置されるのかといった点
でお伺いしておきたいと思います。
さらに、12年度の一般会計当初予算について３点お伺いいたします。
一つ目は、低所得者対策としてのホームヘルプサービス事業の利用者負担が軽減され
るという特別の対策がとられるわけですが、これが実際には、今既に受けておられる
方が対象となっていて、今度の新しい制度のもとで新たにホームヘルプサービスを受
けようとする方はこの３％という利用者負担軽減の措置が受けられないことになりま
す。既に、今の時点でこれは不公平だという声が非常に渦巻いているわけですが、連
合としてこの公平性を図る対策は持たれないのかということ。
それから、２点目に地域リハビリテーションセンターのことが述べられております
が、この計画や構想内容について詳しい中身を伺っておきたいと思います。
三つ目に、施設指導監査の事業や調査員研修事業について、これまでの経験から何を
教訓とし、課題ととらえ、どう取り組まれようとしているのか、この点について伺い
たいと思います。
○青木業務課長
山下明子議員の介護保険条例第14条保険料の徴収猶予と第15条保険料の減免について
の御質問でございますけれども、徴収の猶予につきましては、災害等により納付すべ
き保険料の全部または一部を一時に納付することができないと認められる場合におい
て、納付義務者の申請によって、納付することができないと認められる金額を限度と
して、６カ月以内の期間を限って徴収猶予することができるとしております。
６カ月を過ぎても事態が変わらない場合どうなるかとのお尋ねでございますが、さら
に納付することができないと認められるときには、徴収猶予の申請をされる保険料の
賦課年度を対象として、再度徴収の猶予を行うことと考えております。
次に、分納を行うかとのお尋ねですが、必要に応じて対応してまいりたい、このよう
に考えております。また、徴収の猶予並びに減免を認める理由に「その他広域連合長
が必要と認めた場合」の規定を設けるべきではないかとの御質問でございますけれど
も、介護保険の保険料は所得に応じて５段階の定額の保険料を負担していただくこと
となっております。算定の基礎といたしましては、主に住民税の課税、非課税等を要
件として、低所得者にも配慮された保険料の規定となっております。国民健康保険税
と異なりまして、生活保護の該当者からも第１段階の保険料を負担していただくこと
となっておりまして、こういった点を考慮し、介護保険条例では徴収の猶予並びに減
免を認める理由としては、災害等の理由に限らさせていただいております。
それから、介護保険運営協議会の権限と設置の時期についての御質問でございます
が、介護保険運営協議会につきましては、介護保険に関する企画立案及びその実施が
介護保険事業計画の基本理念にのっとり、住民の意見等を十分に反映しながら円滑か
つ適切に行われることに資するため、中部広域連合圏域から御推薦いただきます保
健、医療、福祉分野における有識者及び学識経験者並びに被保険者の代表で組織する
介護保険運営協議会を設置いたすことにいたしております。
運営協議会が所掌いたします事項につきましては、介護保険事業計画の変更等に関す



る審議、２点目に介護サービスに関する相談及び苦情の解決に関すること、３点目に
介護に関する施策の重要事項の審議等を想定いたしております。この中で、権限等に
おきましては、これらの事項に関し審議した結果を連合長に報告するとともに、改善
すべき事項については勧告等ができるものと考えております。また、設置時期につき
ましては、制度施行後、速やかに設置いたしたいと考えております。
以上でございます。
○寺町助役
低所得者対策でのホームヘルプサービスの負担軽減の問題でございますが、今、議員
さんから御意見がありましたように、このホームヘルプサービスの利用者の負担軽減
は、現在受けておる方について、５年間について軽減の措置を行うというふうな制度
でございます。これは、新たな利用者に適用されないことによる公平性についての疑
義があると思いますけれども、負担能力に応じた保険料の負担、介護サービス利用者
が応益負担としての１割負担が介護保険制度における公平な負担の原則となっておる
わけでございます。しかしながら、現在、ホームヘルプサービスの利用者のうち負担
がゼロである低所得層については、１割負担による負担増のために、これまでの水準
での利用ができなくなることが考えられるわけでございまして、この対策といたしま
して、福祉施策による７％の助成、３％での負担という、７％を公費において助成す
る制度が今回示されました。この施策は、介護保険の保険給付ではないために、原則
から申しますと、各市町村の福祉事業として行う施策でございますが、軽減額の現物
給付による事務手続や利用者の利便性等の観点から、構成市町村より依頼を受けまし
て、広域連合でこの事業
を行うことといたしているところでございます。
また、今御意見のように、今後新たに受ける方については、この措置が受けられずに
不公平ではないかというふうな御意見でございましたが、この制度はあくまでも現在
受けておられる方が介護保険に移ることによって、負担がゼロであった人が１割負担
となるというふうな、激変を緩和するというふうな意味合いでこういうふうな福祉制
度が国においてつくられたわけでございまして、現在、ホームヘルプサービスを必要
とされる方については、大半の方が現在この制度を利用されておるというふうに私た
ちとしては考えておるわけでございます。
それから、地域リハビリテーションセンターの構想概要についてというふうな御質問
でございましたが、この地域リハビリテーション支援センターの具体的な計画、構想
内容につきましては、現在、いろいろ内部においても詰めておるところでございます
が、先般報告を受けました介護保険事業計画の中でもこのことについては触れさせて
もらっております。今後一層高齢化が進む中で、医療、保健、福祉、さらには民間や
ボランティア等が体系的にリハビリテーションを実施し、高齢者や障害を持つ人が住
みなれたところで自立した生活を可能にする対策がこれからさらに重要となると思わ
れます。
広域連合といたしましても、介護保険制度において、要介護状態の軽減や在宅におけ
る自立した日常生活の支援、さらに介護予防という非常に重要な施策を展開していく
上で、このリハビリテーションが果たす役割というのは非常に大きいものであると考
えております。しかしながら、現在行われているリハビリテーションは、急性期のも
の、また回復期、あるいは維持期のそれぞれの役割があるわけでございますが、いま
ひとつその役割がきちっと果たされていないのではないかというふうなことがよく言
われるわけでございまして、医療、保健、福祉の各関係機関の連携がうまくいってい
ないというふうなこともよく御指摘されます。さらに、サービスの質、量の地域にお
ける格差というものが見受けられるというふうなことも御指摘を受けております。こ
ういうところから、この供給体制が十分に整備されていると言えないところでありま
すので、こういうリハビリテーションというふうなものの体制を整えていく必要があ
るというふうに認識しておるわけでございます。



今申しましたような課題を解消するために、保健や医療、福祉、さらに民間ボラン
ティアのほか、生活にかかわるあらゆる人々がリハビリテーションの立場から連携を
とって活動するもので、活動が実効あるものになるためには、やはり医療機関を含む
サービス提供施設や市町村、住民組織などを組織化することが重要になってまいりま
す。こういうことから、平成10年度から国において、県に対する国庫補助事業といた
しまして、地域リハビリテーション支援体制整備推進事業が実施されております。本
県においても、２次医療圏ごとに地域リハビリテーション支援センターを指定する準
備が進められているところでございまして、佐賀中部保健所地域リハビリテーション
協議会が平成12年の１月に発足いたしております。構成団体といたしましては、医療
機関とか老健施設、または医師会とか、ＯＴ、ＰＴの各団体の方々が入られて、この
協議会をつくって、今後のリハビリテーションのあり方について今協議がなされてお
ります。広域連合といたしましても、今後、人材や施設などの問題点を解決していき
ながら、県や２次医療圏と範囲を同一にする中部保健所、それから地域のリハビリ提
供施設などの協力を得て、この地域リハビリテーション支援センターというものを設
置し、本連合の実情に即した地域リハビリテーション体制の構築に努めてまいりたい
というふうに考えているわけでございます。平成12年度予算におきましては、ＯＴ、
ＰＴ、医師会等調整会議に関する経費を計上させていただいており、地域リハビリの
推進に鋭意努めてまいりたいというふうに考えているわけでございます。
それから、施設指導監査事業とその教訓、課題をどのようにとらえているかというふ
うな御質問でございましたが、施設の指導監査事業と調査員の研修事業というふうな
ものは非常に密接な関係があるわけでございます。
まず、施設指導監査事業につきましては、昨年末あたりに一部の施設において認定調
査結果を操作しているとの情報が一部報道されました。調査を委託している保険者と
いたしましては、認定調査は介護保険の基礎となる要介護認定に大きく影響を及ぼす
ものであるために、認定調査を行う調査員に関しましては、必ず当連合が実施します
研修会を受講することとし、その研修会において、介護保険法第27条に規定されます
守秘義務及びみなし公務員であることの認識を十分に持ってもらい、公正・公平性の
確保に努めております。また、その研修において、厚生省が示しております85項目に
対する同一の理解ができること、また、被保険者の状態を十分に把握するための講義
を重点的に実施しております関係上、新聞報道の真意のほどを確認する必要が出てま
いりました。
そこで、全調査委託機関を対象に、施設長に対しましては、施設内での指導方法や介
護保険制度への考え方、また、調査員に対しましては、被保険者への接し方、調査の
方法、項目に対する判断基準の確認を行うこととし、現在も指導監査を行っていると
ころであります。その中におきまして、施設全体での不正に関しては見受けられませ
んでしたが、調査員ごとの判断に若干の格差が見られたところでございます。施設指
導監査におきましても、認定調査の重要性を再認識いただきまして、今後におきまし
て繰り返し研修を行っていくことといたしておりまして、この研修の必要性というも
のを十分に認識したところでございます。
続きまして、調査員の研修事業でございますが、新しく調査を始める調査員に関しま
しては新規調査員の研修、また、さきに申し上げました施設監査において調査員の判
断基準に若干のふぐあい等が見受けられましたので、現在、調査活動を行っていただ
いている調査員を対象に継続研修として、より深く専門的内容に関する講義、実際の
事例を参考に判断基準のさらなる統一を図り、調査員の資質の向上を図っていく所存
でございます。
○山下議員
御答弁をいただきましたが、まず、減免の問題から再度伺いたいと思います。
一応法定の事由以外には設けないというふうにおっしゃったわけですが、実際にこの
保険料ではやはり厳しいという声もあるわけです。それで、それぞれ全国を見てみま



すと、いろんな形で利用料も含めて保険料の減免の措置を講じようとしているところ
があるわけですね。
例えば、川崎市の場合を調べてみますと、保険料の徴収猶予の中で、国の制度に加え
て、「その他市長が特に必要があると認めるとき」ということを介護保険条例の中に
加えて、市独自としてこの保険料の減免制度をうたい込んでおられます。詳しい中身
は要綱で決めて、その中身といえば、例えば、生活保護基準以下で生活している生活
困窮者などは保険料を２分の１、必要な場合は徴収をゼロとするといった形になって
いると聞きます。川崎市の場合は、第１段階が 1,475円です。この中部広域連合の場合
は第１段階が 1,534円ですから、それより低い川崎市でも、さらに２分の１、あるいは
徴収ゼロということをうたい込まれておりまして、この場合の該当者が約、申請に
よっても 2,000人から 2,500人前後と見込まれているということです。ただし、この場
合、財源が一般会計で賄われるということになりますから、それはどうなっていくか
ということをやはり話し合うとなれば、広域連合を構成する18市町村の意見といった
ものがどうしても必要となってくるわけですから、そう簡単にはいかないということ
でここまで来たかと思います。けれども、実際にそこに住む住民の生活実態といった
ものを考えたときに、この限られた４項目だけではなく、あらゆる事態を想定して、
「その他連合長が必要とした場合」ということをうたい込むべきではないかと思うわ
けですが、その点についてもう一度お伺いしておきたいと思います。
それから、さらにここでは保険料のことだけが書かれておりますが、利用料の問題が
この条例には盛り込まれておりません。これまでも保険料と並んで利用料の問題も提
起してまいりました。そのたびに、このことは今後考えていきたいという答弁があり
ましたし、各市町村の議会でもこの問題はやはり問題となってきたと思います。介護
保険に関する問題は広域連合で考えていくという答弁がこれまでの市町村議会でのあ
りようだったと思いますので、この点、利用料のことは介護保険の広域連合では考え
ないということになってしまえば、市町村としてもやはり考えにくいことになってい
くと思いますし、その点をどうお考えになっているかということです。
ちなみに、２月７日の介護保険事業策定委員会を私も傍聴させていただきましたけれ
ども、そのときに施設側から出された声として、利用料を払ってもらえない場合はど
うなるんでしょうかという質問が出されたのに対し、これはもう施設で頑張ってもら
うしかないという答弁でした。施設側としては、利用料を払ってもらえないことを理
由にサービス提供を拒否することができるだろうかと聞かれましたら、いや、それは
できませんという答弁だったわけで、その場で施設代表の方たちが一様に「ええっ」
というためいきとも何ともしれない声を上げておられたのがとても印象的だったんで
すが、要するに利用料を払えないという場合に、それを根拠として減免するだけのも
のがないと、施設も困るし、利用者も困るということに追い込まれていくと思うわけ
です。その点で、やはりこの問題を介護保険法の位置づけと別に、やはり別枠として
きちっとこの中で設けていくべきではないかと思いますが、その点についてのお考え
を伺いたいと思います。
それから、介護保険の運協の問題ですが、オンブズマン制度を今国が考えられている
ようですが、この点ではどういう関連となっていくのかということについてちょっと
伺っておきたいと思います。
それから、ホームヘルプサービスの利用者負担の問題で、これは激変緩和措置であっ
て、これまで必要とされる方が受けておられたから、その急激な利用料の増加を緩和
するためなんだというふうなことだったと思いますが、その必要とされる人というこ
とをどう見るかということが私はここでとても問題になってくると思います。これま
で、いわゆる福祉のお世話にはなりたくないという理由ですとか、ホームヘルプサー
ビスを受けることによって他人になかなかのぞかれたくないとか、そういうことを理
由に受けておられなかった方もあるということは皆さん御存じだと思います。その方
たちも含めて、40歳以上は一律保険料をこれから払っていくわけで、そうであれば、



やっぱり受けたいということで受ける、認定もされて受けることになる。けれども、
これまで受けておられた方は激変緩和措置がとられ、あるいは新たにとられる方は当
たり前に１割徴収されるというふうになってしまえば、やはりこれは不公平を生じる
と思います。この点での考え方というのは、今後も含めてぜひ検討していただきたい
と思っております。
それから、地域リハビリ支援センターについてですが、大まかな考えはわかったんで
すが、具体的に結局どういう仕事をここがしていくのかということがちょっと今の説
明ではまだ見えにくいわけです。介護として見るのか、それとも医療保険として見て
いくのか、そこのすみ分けをどうしていくのかということが見えにくいということ
と、やはり事業計画策定委員会の中でも質問が出ておりましたが、結局、これはコー
ディネートをする役割なのか、あるいは施設なのかということがよく見えないような
議論だったと思います。まとめとしては、何だか施設ができるようなイメージを描い
てしまったんですが、そうではないような今の説明ですし、ちょっとここははっきり
させていただきたいと思います。
それから、調査員の研修についてということですが、公平を期すということは、これ
は絶対に大切なことだと思いますが、同時に実態に合わせた、もっと実態が反映され
る認定であってほしいということもこれまでも問題提起をしてまいりました。その場
合に、生活実態をきちんと読み込んでいく、取り込んでいく、調査員の特記事項にも
きちんと反映させていくというふうな、そういうことも含めて、やはり介護を受ける
方々が不利益をこうむらない立場でどういうふうに運営されていくかということで
は、この第１段階の調査員の方の仕事というのは大変大切なことだと思います。そう
いう点での考え方が今後の研修の中でどのように位置づけられていくのかということ
もちょっと伺っておきたいと思います。
○青木業務課長
保険料の減免について、「その他広域連合長が必要と認めた場合」の規定をというこ
とでございますけれども、先ほど申しましたように、介護保険条例では徴収の猶予並
びに減免を認める理由といたしましては、災害等の理由に限らさせていただきたいと
思っております。
それから、利用料の減免につきましての御質問でございますけれども、利用料につき
ましては、介護保険のサービスを利用した場合、１割の利用者負担が原則となってお
ります。この１割の利用者負担におきましては、高額介護サービス費の支給が定めら
れておりまして、生活保護、あるいは老齢福祉年金受給者におかれましては月額１
万5，000円の限度、非課税の方につきましては月額２万 4,600円、その他の方につきま
しては３万 7,200円という利用者負担の限度が定められております。利用者負担におき
まして、低所得者にも配慮された制度となっております。
また、災害等の特別な事由におきましては、介護保険法の50条、60条におきまして、
保険給付費の 100分の90から 100分の 100の範囲で給付できるというふうに定められて
おります。こういった特別な事由につきましては、個々に対応してまいりたいという
ふうに思っております。一律の減免規定というふうには設けなくて対応してまいりた
いというふうに思っております。
それから、運営協議会のオンブズマン制度との関係の御質問でございますけれども、
国の方で今県、あるいは一定の地域を単位にオンブズマン制度をというふうに言われ
ております。この部分がまだ明確になっておりませんので、その部分が明確になり次
第、すみ分けを考えていきたいというふうに考えております。
以上でございます。
○寺町助役
ヘルプサービスの軽減制度のことにつきまして御質問でございましたが、現在受けて
おられる方、１年前までに受けた経験のある方で現に負担をされなかった方、そうい
う方を対象に今回この軽減制度が実施されるわけでございます。今申されましたよう



に、福祉の世話になりたくないというようなことから受けられていない方もあるん
じゃないかというふうな御意見でございますが、よくそういうこともお聞きするわけ
でございます。そういうことで、この制度について十分に在宅介護支援センターな
り、そういうところで本当にその方がヘルプサービスを受け得る状況にある人につい
ては積極的に利用してくださいというふうなことについては、常々から支援センター
等でその説明等をなされておると思いますので、そういう方はそんなに出てこないん
じゃないかというふうに考えております。基本的には１年内にヘルプサービスを利用
された方については対象にするというふうな制度になっておりますので、相当な方々
がこれで救われるんじゃないかというふうに考えております。
それから、リハビリテーションセンターでございますが、施設か、コーディネート機
能を持ったところかというふうな御意見でございましたが、私たちが考えております
のは、現在、在宅介護支援センターというコーディネート機能を持った施設を設置し
ておりますが、基本的には在宅介護支援センターのようにいろいろなリハビリテー
ションのあり方、また、その実施状況等をいろいろ地域においてコーディネートす
る、そういうふうな機能を中心に考えておるところでございます。
それから、調査員の研修でございますが、やはり調査員というのは非常に重要な役割
を担ってもらうわけでございまして、本当にその方は介護が必要かどうかというふう
な面についても、客観的に判断するというふうな役割を担っていただくわけでござい
ますので、本当にこの介護保険制度というものを十分に習熟していただきまして、認
定が円滑に、また公平・公正に実施されるようにというふうなことで、今後ともその
研修には力を入れてまいりたいというふうに考えております。
○飯盛総務課長
利用料の減免等について若干補足説明をさせていただきたいと思います。
保険料につきましては、介護保険法の 142条において、「市町村は、条例で定めるとこ
ろにより……」という規定がございます。ただし、利用料につきましては、その点は
法律ではうたっておられません。法律では50条に、さっき業務課長が申し上げました
とおり、「災害、その他厚生省令で定める特別な事情があることにより」ということ
で、 100分の90を 100分の 100まで引き上げることができるよというふうにされており
ます。
その他厚生省令で定める部分といたしましては、政令の83条におきまして、震災、風
水害、火災等による、このことが理由によりまして、生計を主として維持する方が著
しく所得が減じた場合と、それから、死亡その他重大な障害を受けて長期入院したこ
とによりまして収入が著しく減じた場合とか、それから、事業が失敗しまして生計が
減じた場合とか、干ばつ、冷害、霜とか、それから不漁、不作、こういうことが原因
で収入が減じた場合と、いろんな規定がございまして、これによる場合については、
１件１件査定になるというふうに国の方は言っております。つまり、一律的な条例の
規定をすべきではなく、そういった状況に応じられた方が届け出をされまして、それ
を市町村等が１件１件査定をして利用料の減免といいますか、利用料の給付額を 100％
まで引き上げていくというふうに規定されておりますので、条例で一様に規定してい
くということには法律的には認められていないものと考えております。
○山下議員
保険料、利用料の問題でちょっと伺いたいんですが、まさにすれ違いの部分がずうっ
と続いているのがこの問題だと思います。利用料の問題で、法的にそういう状態で不
備であるからこそ、どうするのかということで市町村でのさまざまな取り組みがなさ
れているということを先ほどから申し上げているわけです。それで、やはり災害その
他、あるいは生計中心者の事由とか、そういうことがあって急に払えなくなった場合
とか、そういうことではやはり救えない部分、あるいは生活保護者のことも言われま
したが、高額サービスの限度額を１万数千円としてしているから、これでいいだろう
というふうにおっしゃいますが、そういう方たちは、むしろ今までの福祉のサービス



の場合は所得に応じて利用料負担ゼロでいた方たちなんですね。そういう方が１万
5,000円にしろ、数千円にしろ、払わなくてはならなくなるということについてどうな
のか。ここをやはり救っていくことを取り込まなくてはならないんじゃないかという
ことをこれまでずうっと言ってきたわけです。それを、じゃあ福祉の施策だから市町
村でやりなさいと言われても、構成18市町村はその問題を一様に問題だと感じられた
としても、さあ、介護保険に関する問題だから、やっぱりこれは広域連合でやっても
らわなきゃいけないんじゃないかと、こういう立場で今まで来られているわけです
ね。とすれば、やはりこれは広域連合としてきちっととらえて考えていただかない
と、私たちは市町村に今度持って帰った場合、また困るんですね。じゃあ、利用料を
どうするのかといった場合、18市町村足並みそろえないわけにはいかないじゃないか
ということになってしまいますし、それから、１件１件査定をするというふうに言わ
れましたが、その査定をする根拠となる部分が法でうたわれている範囲内では不十分
だということで、そこをちゃんと救っていけることも含めて、やはり身近な市町村、
ここで言えば広域連合というところで考えていかなくてはならないんではないかとい
うこと、さらに、この介護保険条例そのものは介護保険制度を円滑に運用していくた
めに必要なことを定めるというふうに書かれているわけですから、円滑に運用すると
いうのは、利用まで含めてやっていくことだと私たちは受けとめております。そうな
れば、サービスを受ける方たちが安心してサービスを受けていける、いつでも、どこ
でも、だれもがということを最初に申しましたが、そういう立場でどう提供できるか
ということも、これは事業者という個別の問題ではなく、介護保険を運営していく
我々広域連合のところにあるんではないかと思うからこそ、このことを言っているわ
けで、その点での全体的なお考えをちょっと伺っておかないと、市町村に持ち帰った
場合、やはり同じようなすれ違いが起きて、結局、この介護保険の広域連合に参加す
る自治体の住民はいつまでも心配をしなくてはならないということになってしまうと
思いますので、その点は条例の不十分なところだと私は思っておりますので、もう一
度お答えをいただきたいと思います。
それから、調査員の問題ですが、これも本当に今後のことも含めてなんですけれど
も、全体でケースを１件１件練習していくというんですか、そういうことまでは今ま
では多分なされていないんではないかと思います。多分、一方的に講習を受けるとい
うような形になっているんではないかと思いますが、ケーススタディーをきちんと
やって、みんなで研究をしながら、こういうケースの場合はどうなるのかということ
がみんなの認識になるような、そういう訓練が調査の研修の中に盛り込まれていくべ
きだと思いますし、そういうプログラムを考えられているのかどうかということにつ
いてもちょっと伺っておきたいと思います。
○寺町助役
利用料の減免の件でございますが、御承知のように、今回、この介護保険制度という
のは社会保険方式で実施をされるわけでございます。この社会保険方式とは、言うま
でもなく、保険給付が同一であれば、その負担は同一であるというふうな応能応益の
原則のもとにこの制度が成り立っているわけでございます。また、被保険者の所得能
力に応じた賦課の仕組みというふうになるわけでございまして、このことは単なる保
険原理に基づくリスク分散ばかりではなくて、所得の再分配の機能も一応中に含まれ
ておるというふうなものでございます。こういうことで、もし所得事情の変更に対し
まして減免等をいろいろ行うとなりますと、減免による未収分について、また、年次
的にほかの被保険者等に振り分けるというふうな結果等も出てまいりますので、被保
険者の負担を強いることになるわけでございまして、このあたりの不公平が生じるこ
とが出てくるというふうなことが考えられます。そういうことから、今回連合として
考えておりますのは、国において幸いにもいろいろな減免制度等が考えられておりま
すので、まずはそういうふうな減免制度を十分に活用しながら、そして、今後そうい
うふうな状況等の推移を見ながら、いろいろなケースごとに検討をしてまいりたいと



いうふうに考えております。
○岡部介護認定課長
先ほど調査員の研修についてということで御質問がございましたけれども、調査員の
新規研修につきましては、ケーススタディーを中心に進めております。事例をビデオ
で作成いたしまして、それはプロの俳優さんによる演技で、それを85項目にわたっ
て、このケースの場合はこういうふうに判断してくださいということで認定調査のマ
ニュアルを通した形で新規の調査員研修を進めておりますので、その件については十
分に私どもは計画実施をやっているものと思っております。
○米村議長
以上で通告による質疑は終わりました。
ほかに御質疑はございませんか。
（「なし」と呼ぶ者あり）
御質疑もないようでございますので、質疑はこれをもって終結いたします。
◎ 採 決
○米村議長
第２号議案乃至第12号議案を採決いたします。
第２号議案乃至第12号議案は原案どおり可決することに御異議ありませんか。
（「異議あり」と呼ぶ者あり）
何号議案に反対ですか。
（「２号議案と４号議案に反対」と呼ぶ者あり）
ただいま採決の際、御異議が出ましたので、再度採決をやり直したいと思います。
初めに、第２号議案、第４号議案を起立により採決いたします。
第２号議案、第４号議案を原案を可決することに賛成の方、起立を願います。
〔賛成者起立〕
出席議員25名中、賛成者24名で多数と認めます。よって第２号議案、第４号議案は原
案を可決されました。
第３号議案、第５号議案乃至第12号議案を一括して採決いたします。
第３号議案、第５号議案乃至第12号議案は原案どおり可決することに御異議ありませ
んか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）
御異議なしと認めます。よって第３号議案、第５号議案乃至第12号議案は原案どおり
可決されました。
◎ 一般質問
○米村議長
これより広域連合一般に対する質問を開始いたします。
質問の通告がございますので、順次発言を許可いたします。
○貞包議員
通告により、ただいまから一般質問を申し上げたいと思いますが、それぞれ広域連合
での議会での討論が既にもうされているとは思いますが、私、今回が初めての出席で
ございまして、いよいよ４月からスタートするということもございまして、私なりに
一定、広域連合としての考え方についてお聞きをし、そして、よりよき介護制度が充
実をするように願うところでございますが、４点質問を申し上げております。
まず第１点目の、介護保険の事業計画でございます。
この介護保険の事業計画につきましては、それぞれ介護を受ける住民に対して、対象
サービス、あるいはサービスの見込み量、あるいは事業所相互間の連携、あるいは
サービスの提供などなどにわたりまして、18市町村における介護保険の事業計画を策
定し、そして、介護保険の基本となる一つの柱ではないかというふうに考えておりま
す。そういう意味では、昨年８月には中間報告、いわゆる素案というのが出されまし
て、今回、２月に事業計画書が提出をされているわけでございますが、やはり私は何



といっても、この介護保険制度については、町民、住民、市民が平等に公平に、そし
て、より充実した保険の給付を受ける、そしてもう一つは、介護を受けなくてよい、
健康なお年寄りづくりをどうやっていくかというのも含まれているんではないかとい
うふうに考えております。そういう意味では、この介護保険事業計画というのは、広
く住民に対して知らせるべき重要な計画ではないだろうかというふうに考えておりま
す。そういう意味で、この介護保険事業計画について努力はされるとは思いますけれ
ども、住民への徹底した計画の公開と、そして、取り組みについて徹底を図るべきで
はないかというふうに考えておりますが、この点の取り組みについてどのように今後
準備をされているのか、お伺いをしたいと思います。
２の点でございますが、これは介護保険事業計画については、今までこのような制度
は初めてでありまして、広く住民の意見も参酌をしながら、そして全体の事業計画を
つくっていくという上ではかってない、今までに経験してきたことがない制度ではな
いだろうかというふうに思います。そういう意味で、介護保険事業策定委員について
もそれぞれ一般住民の方からも参加をしていただいて、皆さんの意見を聞いて、その
意見のもとに計画をつくっていくという、今までにない、より民主的な運営を図って
いくという立場では、非常にいい制度ではないだろうかというふうには思いますが、
それが本当に十分できたのかどうかということについては、これまた総括も必要では
ないだろうかというふうに考えております。そういう意味で２番目の項で、これは３
年先にはまた計画が見直しをされるわけでございますけれども、そういうことが本当
に中部広域連合としてどのように考えられておるのか、お聞きをしたいと思います。
それから２番目でございますが、要介護認定についてでございます。
要介護認定につきましては、それぞれ認定審査会において慎重に検討し、そして判定
が出されるわけでございますが、そこで出てくるのはやはり公平、あるいは公正さだ
ろうというふうに考えております。中部連合としては、公平で統一性のある認定の結
果となるように努力をされていると思いますが、独自のコンピューターシステムの導
入、あるいは公平性を高めるための施策等、具体的な施策もされていると思います
が、この点についてもう一度御確認をしたいと思いますが、十分に確保ができるのか
どうか、お答えを願いたいというふうに思います。
それから、２番目についてでございますが、１次判定と２次判定、要介護ランクの
アップ、ダウンの差があるんじゃないかということでお聞きをいたしております。資
料によりますと、要介護の判定結果がアップ約 9.4％、ダウンが 9.3％という資料もお
示しになっておるようでございます。我が町においても、大和町でございますが、か
なりアップの方が多かったという報告もされておりますが、この点についての分析
と、今後、これがもう限界なのかどうかですね。問題点、あるいは検討する素材があ
るのかどうか、この点についてお伺いをしたいと思います。
それから３番目でございますが、要介護の認定に関して不服審査会が設けられるわけ
でございますけれども、それぞれ不服がある場合は関係する市町村の方にしか住民の
皆さんは行かないし、中部広域連合といっても事務所がどこにあるのかわからないと
いう人もおるわけでございまして、最終的には市町村における窓口の対応というのが
一番多くなってくるんではないかというふうに考えております。そういう意味では、
窓口における対応について、それぞれの18市町村の福祉の状況もございまして、職員
配置の問題、いろんな問題がございまして、統一的にはできないかとは思いますが、
中部広域連合としての窓口対応の一本化といいますか、そういうルートというものを
きちっとしなければならんというふうに考えておりますが、この点、本当に４月から
大丈夫なのかどうか、お聞きをしたいと思います。
それから４点目でございますが、先ほど、重複をいたしますが、訪問調査員に対する
研修充実ということで、新規に調査員となられる方については十分対応するというこ
とでございますが、再研修も含めて充実あるものにしなければならないと思います。
とりわけ調査員の任務というのは、一つの判断によって大きく認定の判定が左右され



るという意味もありまして、また地域住民との密着、あるいは調査内容に対する問題
点等もございまして、十分な研修も必要じゃないかというふうに考えておりますが、
この点に対する考え方をお伺いしたいというふうに考えます。
３番目でございますが、事業所に対する許認可、指導、監督については、現在県にな
るわけでございます。そういう意味では、中部広域連合としての権限というのはない
わけでございますが、いよいよ４月から実施をされる介護保険に当たっては、事務的
な手続、あるいはいろんな事業所に対する指導、そういったものが今の現行法では十
分にはできないんではないか。そういう意味では、広域連合の方への権限の委譲等も
必要になってくるんではないかというふうに考えております。資料によりますと、権
限委譲についても考えられているようでございますが、この点についての具体的な考
え方についてお伺いをしたいというふうに思います。
それから、４番目の保険料ということで上げておりますが、保険料等については３年
間現行のままでいくということになろうかと思います。確かに、保険料等については
それぞれ介護量に応じたところでの全体の給付水準、そういったものも加味しながら
保険料が設定をされるわけでございまして、この保険料に対する考え方についてはい
ろいろあるわけでございますけれども、特に３年先、本当に負担が苦にならないよう
な制度にしなければならないと。そういう意味では、保険料についても考慮をしてい
かなければならない一つの問題としてここに具体的に提起をいたしておりますけれど
も、国の参酌標準によらないケアプランということで、広域連合としての考え方とし
ては、種類ごとの限度額については、その限度額の設定はしないというような方針と
いうことで聞いております。そういうことで、その方針でいけば３年先、いわゆる保
険料のアップの方に偏ってくるんではないかという危惧を持っております。それは現
行国が出している種類ごとの限度額の設定でいきますと、法律上、利用限度額いっぱ
い使えるということになるわけでございますので、逆に制限を設けない場合、とりわ
け居宅サービス量の見込み額、これについてが上回ってくるおそれもありますし、こ
れがひいては保険料の引き上げにつながってくるんじゃないかという心配をいたして
おりますが、この点について広域連合としてどのようにお考えになっているのか、お
伺いをしたいと思います。
以上、４点の質問を終わります。
○釘本事務局長
貞包岩男議員さんの質問の中で、大きな１番の介護認定関連につきまして、?番の地域
住民への計画の公開と取り組み、?番の住民の意見募集及び策定委員との意見などの住
民の声の集約が必要ではないか、大きな２番の要介護認定に関して、?の公正・公平の
確保、?番の訪問調査員の研修充実、以上４点について私の方からお答えをいたしま
す。
まず、第１点目の介護保険事業計画について、地域住民への計画の公開と取り組みに
ついてということでございます。
佐賀中部広域連合介護保険事業計画につきましては、２月７日の第９回策定委員会に
おいて集約され、18日に広域連合長に附帯意見とともに答申されたところでございま
す。この作成された介護保険事業計画の18市町村管内住民の方々に対する広報につい
ては、早期にその内容をお知らせし、御理解いただくことが介護保険制度を円滑に運
営することの大前提であると認識をいたしております。しかしながら、事業計画につ
きましては膨大な介護保険事業計画でございます。このすべてを一度に広報するとい
うことはなかなか不可能かと思慮いたします。したがいまして、事業計画の概要版を
作成しまして、対応したいと考えておるところでございます。つきましては、これに
必要となる経費について、今回お諮りいたしております平成11年度２月補正予算の中
で対応したいと考えておりますので、よろしくお願いを申し上げます。
２点目の、これも介護保険事業計画関連でございますけれども、住民の意見募集及び
策定委員との意見などの住民の声の集約も必要ではないかということでございます。



今回作成いたしました事業計画の策定過程においても、住民の方々の御意見を求める
ため、公募により４名の委員の方々に御参加を願ったわけでございます。介護保険制
度が施行されます４月以降も住民の方々の苦情、相談及び介護保険に関する運営全般
の協議の場として、介護保険条例第４条に規定しております介護保険運営協議会を設
置していくことといたしております。この運営協議会の委員にも住民の方々の意見を
取り入れていく必要性があると考えておりますので、第１号被保険者及び第２号被保
険者の代表の方の御参加をお願いし、対応してまいりたいと考えております。また、
介護保険事業計画との整合性につきましても、同様に配慮していくことが重要だと考
えておりますので、今回事業計画策定に御尽力いただいた委員の方々の御参加もお願
いしたいと考えておるところでございます。２年後の平成13年度には事業計画の見直
しに着手する必要があるのですが、その折にも、当然のことながら住民の意見を反映
させた計画の策定が必要でありますので、御指摘の件につきましては十分配慮をして
まいりたいと考えております。
次に、要介護認定に関してでございます。公正・公平の確保ということでございま
す。
要介護認定についての公正・公平性の確保の御質問ですが、介護保険制度を運営いた
します保険者といたしまして、要介護認定事務における公正・公平性及び均一性の確
保は、介護保険制度の定着のためには必要不可欠のものであり、最優先事項として取
り組む必要があると思っております。そこで、介護認定審査会におきまして、各専門
分野の学識経験者に委嘱をし、また、各合議体の判断基準の統一化を図るために、昨
年の10月より開始しました準備要介護認定事務の前に、リハーサルの意味を含めまし
て、佐賀中部広域連合独自にモデル事業を行い、その後も研修会等を開催いたしてお
ります。さらに、認定審査会会長が各合議体の委員長を招集し、合議体間の判断基準
の安定化を図るための調整会議を本年度中に既に４回開催していただいております。
また、厚生省の指導に基づき、合議体ごとの判断基準のばらつきがないよう、さらな
る努力を図っていく所存でございます。訪問調査員に関しても、佐賀中部広域連合の
調査員になるためには、必ず当連合が実施します研修会を受講することとし、その研
修会において、介護保険法第27条に規定されます守秘義務及びみなし公務員であるこ
との意識づけを行い、公正・公平性の確保に努めております。
次に、これも要介護認定に関してでございますけれども、訪問調査員の研修の充実に
つきましては、介護認定の基本となるものは認定調査であると認識しております。そ
のために公正・公平性はもちろんのこと、すべての調査員が同じ判断基準によって調
査する必要があります。そのために、佐賀中部広域連合の調査員になるためには、必
ず当連合が実施します研修会を受講することとしており、その研修において、厚生省
が示しております85項目に対する同一の理解ができること、また、被保険者の状態を
十分に把握するための講義を重点的に実施しております。また、調査委託施設の立入
調査を実施した折、まだまだ深い研修が必要であると痛感いたしまして、新年度にお
きましては、継続研修として、より専門的な研修を実施し、調査員の質の向上を図っ
ていくことにしたところであります。さらに、調査を委託しておりますすべての事業
所に対して立入調査を行い、調査員はもとより、施設長に対しても公平性の確保に対
する指導を行ってまいりたいと考えております。
○岡部介護認定課長
貞包議員さんの要介護認定の中の２番目、１次判定と２次判定での要介護度ランクの
アップ及びダウンの分析と今後の対策ということの御質問ですが、１次判定と２次判
定での要介護度ランクのアップ及びダウン、このことについては痴呆に関する判断を
主治医意見書でありますとか、調査員による特記事項の内容から判断をいただきまし
て、１次判定より介護度が上がっているというふうな状況であります。次に、介護度
が下がったものにつきましては、１次判定により算出された結果と、それから厚生省
が具体的に示しております介護度別の状態が食い違っていたために、その状態に合わ



せて変更を行ったものであります。
また、全体の数字につきましては、先ほども議員さんがおっしゃっておりましたけれ
ど、資料の10ページにも掲載しております。10月１日より２月の21日までに 6,831件の
審査判定をしていただいております。そのうちに、介護度に変更がなかったものは
5,552件と全体の約81.3％となっております。また、介護度が上がったものは 643件で
9.4％、下がったものは 638件、 9.3％となっており、介護度が変更された割合は18.7％
であります。全国的な変更割合といたしましては19.4％、また佐賀県では17.2％となっ
ておりまして、私の方の連合では、介護度を上げた割合が若干低くなっております。
しかし、介護認定審査会におきましては、先ほども申し上げましたとおり、委員長会
議等を開催いたしまして判断基準の統一化を図っておりますので、正当な審査判定が
行われているものと思っております。
連合におきましては、審査会における２次判定を重視するものでありまして、主治医
意見書や認定調査の特記事項によって、１次判定では見えなかった申請者の状況、そ
れから痴呆等に関して、医学的見地からの判断によりまして介護度の変更を行うこと
が、住民にとって重要であるというふうに認識いたしております。厚生省より要介護
認定の基準についての指導等が行われておりますので、その指導に基づきまして、合
議体ごとの審査判定結果の安定化をさらに図っていきたいというふうに考えておりま
す。
○寺町助役
不服審査受付の窓口とその対応についてという御質問でございましたが、今議員さん
から御意見ありましたように、今後介護保険制度が実施されますと、いろんな分野に
おいて不服とか、また異議、いろんなものが出てこようかと思うわけでございます。
この介護保険制度の中での不服とか、そういうものについての処理のやり方といいま
すか、方法といたしましては、例えば、審査判定に関すること、保険給付に関するこ
と、及び保険料等の徴収金に関する、このような不服については、県が設置いたしま
す介護保険審査会の方で一応取り扱うというふうになっているわけでございます。そ
れ以外に、介護にかかわるいろんなサービスに関する苦情等につきましては、一義的
には、まず市町村の窓口、福祉の窓口で取り扱い、そしていろんな市町村にまたがる
ものとか複雑な問題等につきましては、国保連合会に介護保険を処理する苦情処理委
員という方々が設置されますので、そういうふうに非常に内容が難しいもの、また数
市町村にまたがるもの、そういうものにつきましては国保連の方で一応処理するとい
うふうな形になっておるわけでございます。それ以外に、例えば、居宅介護支援事業
者とか介護保険施設、またサービス提供業者においては、この運営基準の中で、そう
いうふうな苦情等があった場合には的確なる措置をとるようにというふうなことで義
務づけがなされておるわけでございます。
やはり何といっても、住民に最も身近なところであります相談窓口としては、市町村
の窓口が第一義的になってまいります。そこで、構成市町村の間におきましては十分
に連携をとりながら、職員の配置等につきまして、会議等を通じて連絡調整を十分に
現在とっておるところでございます。当連合といたしましても、フリーダイヤルを設
置しまして、専門の職員を配置しまして、住民の方よりの苦情、問い合わせに対応で
きるような体制を現在とっているところでございます。幸い、現在まで不服審査の請
求はあっていないようでございます。しかし、要介護認定結果に関しましては、現
在15件程度問い合わせが連合に対してあっておりますが、その内容につきましては制
度に関するものがほとんどであります。今後、不服申し立てがございましたら、保険
者といたしまして誠意ある対応を行い、十分に説明を行って、被保険者の権利を損じ
ることがないように努めていく所存でございます。
それから続きまして、事業所に対する許認可、指導、監督、広域連合への権限委譲に
ついての御質問でございましたが、御指摘のとおり、介護保険法の定めでは、指定居
宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業及び介護保険施設の指定等の許認可事務に



つきましては、県が取り扱うことになっております。しかしながら、介護保険事業計
画を策定する過程の中で、策定委員の方々から、介護サービスの質の向上のために
は、指定居宅サービス事業者、あるいは指定居宅介護支援事業者の質の向上に向けた
自助努力はもとより、事業者に対する監督、指導、研修といったことも欠かせないポ
イントであり、その観点から県から広域連合への権限委譲を受け、利用者のニーズに
こたえる基盤整備の推進を図るべきだというふうな御提言もいただいております。
したがって、佐賀中部広域連合では、サービス提供事業者の指定に関する事務につい
ては、中部広域連合に権限委譲というふうなことができないかどうか、今後県に働き
かけをしてまいりたいと思っておるわけでございます。権限委譲がかないますと、こ
れとあわせて、今後、居宅介護支援事業者の職業倫理と資質の向上を目的として、県
内の指定居宅介護支援事業者とか県国保連合会、県社会福祉協議会など、介護保険施
設に関する関係機関から成る佐賀県居宅介護支援事業者協議会が設立されましたが、
この協議会における活動とあわせて取り組むことにより、介護サービスの質の向上と
利用者にとっての公平・公正の確保がより一層可能になるものと考えておるわけでご
ざいます。
○飯盛総務課長
第４点目の、国の参酌基準によらないケアプラ
ンについてということで御答弁を申し上げます。
ケアプランは本来、介護者の方々の負担の軽減や介護度の進行の抑制及び自立支援等
の目的のために、要介護者の方々の心身の状況及び生活環境等を考慮して作成するも
のと考えております。したがいまして、その結果が国の参酌基準として示されました
ケアプランと違いが出てきましても、理論的にはいたし方ないものというふうに思っ
ております。中部広域連合におきまして介護保険事業計画を策定する際に、住民の
方々のニーズ調査及び予定される事業者の方々の供給量等を把握いたしまして、十分
に利用希望が満たされるものということを推計いたしまして、サービスの種類ご
との種類支給限度額の定めはいたしておりません。
また、今回、国の方から出されました「介護保険の円滑な実施に伴う特別対策」に伴
いまして、実施される低所得者の対策の一環でありますホームヘルプサービス事業の
利用時の10％の利用料を３％に軽減する施策がとられたところであります。こういっ
た施策を御利用されますと、当然にホームヘルプサービス事業の需要が伸びてくると
いうことは考えられますので、事業計画においてはこのことを盛り込んでおります。
今回作成いたしました事業計画では、平成12年度を 38.16％という基盤整備率にいたし
まして、平成14年度では 44.51、さらに16年度におきましては、最終年度になりますけ
れども 59.95、約60％まで基盤整備を推し進めることができるものと算定されていると
ころであります。
○貞包議員
今お答えいただきましたので、大まかに理解できた分が多いようでございますが、そ
の中で不服審査窓口の受付と対応策ということでのお答えがあったわけでございます
が、特に先ほども申し上げましたように、今回広域連合で取り組むことになりまし
て、18市町村からそれぞれ職員さんの派遣もいたしておりますし、介護保険の４月導
入によって、それぞれの自治体の方で、いわゆる職員さんの配置等についての御検討
もされるというふうに考えておりますが、自治体は自治体として、職員は出したわ、
そして介護保険の導入によって、特に福祉課が対応に追われるという意味では、非常
に内部的にもきつい面もありますし、それぞれの自治体で努力はされるとは思います
けれども、特に連合としてですね、限界はあるとは思いますけれども、一定の統一し
た、先ほどの答弁では不服審査に上げるような中身はなかったと、いろんな制度上の
問題等15件ほどあったというふうに御報告がありましたけれども、そういう意味で
は、４月以降どうなるかわからないというのもございますし、実際、実施をした段階
でやっぱり新たな問題が出てくるということもありますので、この点についてもう一



度、これは広域連合だけの問題じゃなくて、県や国の問題もあると思いますが、そう
いう立場での質問といいますか、充実をするような自治体への配慮もお願いをしたい
というふうに思います。
それから４点目でございますが、先ほど保険料についてということでお答えがあった
わけでございますが、質問した内容は、いわゆる住民負担がまたふえるということが
危惧をされないかということでお尋ねをいたしております。
特に中部広域連合18市町村の中で、それぞれ平準化をしたところでのサービスを行う
という意味では、そういうことだろうとは思いますが、特に横出しとか上乗せする部
分については、当面広域連合としては市町村にお願いをするということで、将来的に
はどのように具体化されるかわかりませんが、中部広域連合としてサービスの充実を
図るという意味では、将来、３年先の保険料というのが非常に高まってくるんじゃな
いかなという気がいたしますし、特に先ほど申し上げましたのは通所系のサービス、
デイサービスとか、あるいはデイケアとか、そういったサービスを利用限度額いっぱ
いに使ってしまえば、サービス料そのものが見込み額よりずうっとアップをして、結
果的には保険料につながってくるんじゃないかという心配をいたしております。とり
わけ、今回この制度ができた一つの大きな理由には、老人医療費の抑制のための介護
保険の側面もありますし、また、先ほども提起をいたしました利用限度額いっぱい使
えばサービス料も上がりますけれども、併用利用という形で潜在的に需要の掘り起こ
しがまた出てくるんじゃないかなという気がいたしまして、かえって被保険者につい
ては負担料が大きくならないかなという心配をいたしておりますので、この点につい
て再質問したいと思います。以上です。
○寺町助役
介護保険法に基づくいろいろな不服、異議申し立て等の取り扱いでございますが、確
かに介護保険につきましては、18市町村で広域連合を設置いたしまして取り組んでい
くというようなことでやっているわけでございます。しかし、介護保険料のサービス
等につきましては広域連合でやっていきますが、それとあわせて元気老人対応など、
周辺の施策というのは市町村はぜひとも必要なわけでございます。その場合、やはり
介護保険と周辺施策とは常に連携をとってやっていく必要があろうかと思うわけでご
ざいます。そこで、やはり市町村の皆さんには、あわせて介護保険についても十分に
習熟をしておっていただきたいというふうに思うわけでございます。そして、住民の
方々は何といってもやはり、一応広域連合ではやっているけれども、まず何といって
も窓口は構成市町村というふうな認識をお持ちでありますので、やはり構成市町村に
ありましては、まず苦情等につきましては自分たちで受けるんだというふうな認識を
持ってやっていただくように、いろんな機会をとらえて連携を図っているわけでござ
います。今後とも、いろんな住民の方々の苦情等につきましては県、また国保連合
会、市町村、広域連合、この４者が十分に連携をとって、そして、たらい回しとか、
そういうふうなことがないように、その苦情に対して的確に対応をしていかなくては
ならないというふうに考えているところでございまして、私たちといたしましても、
この苦情処理等については専任職員を置くなり、相談に来られた方々が十分に満足い
ただくように十分なる説明をするよう、体制を整えているところでございます。
○飯盛総務課長
保険料の点についての再度の御質問ですが、事業計画の中では３カ年間の事業料を出
しまして、それを３年分で割りまして保険料を算出しております。したがいまし
て、12年度は 137億程度、13年度は 156億、それから14年度は 162億と。事業料がこれ
だけ大きく推移していくものと踏まえております。したがいまして、３年後の改定の
時期には、必ず保険料は上がってまいるということになります。基盤整備そのもの
が、先ほど申しましたとおり、12年度は38％程度、それが60％まで推移するというふ
うに進んでおりますけれども、実際、事業料といたしましては施設入所の方々の費用
が非常に高くて、居宅サービスの費用は施設に対する費用の大体半分ぐらいに当たり



ます。したがいまして、当初の予定で見込んでおります給付がそのまま保険料が倍近
くになるかというと、そうじゃなくて、事業料といたしましては、先ほど申し上げま
したとおり、60％ぐらいに上がりましても、２倍になるということにはなりません。
また、保険料の負担といたしましては、１号被保険者の保険料の負担に当たりますの
は、大体全体の６分の１ということになりますので、残りの部分としては２号被保険
者の保険料、これは２分の１を事業主が負担いたします。それから、あと残りの半分
については国・県、市町村という形での対応になってまいりますので、事業料が上が
りましても、そのままストレートにはね返るものというふうにはならないものと思っ
ているところであります。
○山下議員
それでは、一般質問をいたします。
まず初めに、認定審査のあり方についてということで、これまでも生活実態を反映し
た認定審査をということで求めてまいりました。実際にさまざまな認定審査が行われ
てくる中で、全国的にもいろいろなケースが出され、これで本当に、今の認定審査の
あり方についてこれでいいのかという問題提起もされております。
私、ある一つの事例を挙げたいんですけれども、これは先日、障害者の方と介護保険
について勉強する、２月26日に学習会がございまして、そのときに紹介された事例
だったんですが、11月16日の中日新聞の記事です。これは全盲で脳梗塞の症状がある
という55歳の男性ですが、49歳のときに糖尿病が原因で失明をして、それで大阪市内
の施設で歩行訓練を３年間受けて、金沢市内の自宅に戻ったと。以後、金沢市内の福
祉サービスとしてのホームヘルプサービスを受けるということで、週３回のホームヘ
ルパーの派遣を受け、盲導犬とともにひとり暮らしをしていたという方ですが、55歳
ということで、軽い脳梗塞の症状があるために、いわゆる第２号被保険者ということ
でサービスを受ける資格を持っておられるわけです。
そこで、社会的な介護サービスが受けたいということで要介護認定審査を受けたとこ
ろ、自立と判定をされてしまったということで、果たして、この85項目の内容で本当
に介護保険が実施されるということになるとどういうことになるんだろうかという問
題提起がここでもされております。とりわけこの85項目の中には、例えば、入浴、つ
め切りなど、現実の生活実態を反映させる項目の中で、自立とされた可能性がこの男
性の場合は強いと書かれておりまして、どう頑張ってもこの男性には１人でできない
調理ですとか、買い物だとか、そういうことなどはこの85項目の中にはないわけで
す。そうしますと、身体の状況によっては手を動かすことができる、でも手を動かし
て調理をすることができるかどうか、あるいは歩くことはできても買い物をすること
ができるのかどうかということになりますと、当然その方の生活全般にかかわってく
る問題として介護度と、その方をもっとケアする中身ということでは無関係ではない
というふうに思うわけです。今のケースにも考えられますように、身体状況だけを判
断して判定をしてしまうというあり方がやはり問題ではないかというふうに考えます
が、この点、今後の考え方としてもどのように検討されていくのかということをお伺
いしておきたいと思います。
それから同時に、１次審査、これの中に調査員の特記事項ですとか、お医者さんの意
見書などが反映されてくると思いますが、これをもって２次審査にかかっていく場合
に、材料を審査員の先生方が前もって検討する時間がやはり必要ではないかというこ
とを感じております。私どももいろいろな方々と御一緒にこの問題に取り組んでまい
りましたけれども、佐賀県社会保障推進協議会という団体、各団体の集まりですが、
ここで県内49市町村、あるいは広域連合の問題などありましたらその広域とか事務組
合、さまざまな角度からの調査をしてまいりました。中部広域連合ともいろいろなこ
とでの意見交換もしてまいりましたが、この認定審査の問題について、昨年の12月６
日から８日の間に各保険者に調査をした結果がまとめられております。特に変更率の
問題ですね。



資料を事前配布したところと、そうでない場合の変更率の問題がここでまとめられて
おります。事前配布されているところは、単独で取り組まれている伊万里、有田、西
有田、そして唐松の市町村圏組合、ここでは１週間前、あるいは３日前に資料が事前
配布されておりますけれども、そこにおいては１次審査から２次審査に当たっての変
更率が大体21％から、高いところで30％というものが出ております。当日に配布され
ているのが中部広域連合と杵藤地区、鳥栖地区が当日です。ここでは変更率が13.8％、
あるいは13.1％。中部広域の場合には今18.7％といったことが先ほど言われたと思いま
すが、そういう状況になっております。これを見たところで、やはり85項目の内容や
調査員の特記事項、また主治医の意見書を検討する時間があるところほど介護度が上
がる確立が高いということも出されておりまして、この点をどうお考えになるのか。
やはりこれまでペーパーレスでやってきているので、そこはとてもいいんだというふ
うに中部広域連合の中では言われておりますけれども、実際にいきなりその場に来
て、さまざまなケースをその場で見せられて、果たしてその場で審査をしてしまうと
いうことについて、審査員の先生方は本当にそれで大丈夫なのかなという心配をして
いるわけです。今、１件当たり４分程度というふうな審査時間になっておりますけれ
ども、その人の介護を左右する大事な問題の中で、果たしてこれでいいんだろうかと
いう心配もありますので、この点についてのお考えを伺いたいと思います。
それから、現在サービスを受けている水準が介護認定審査の結果、給付上限によって
抑えられてしまう場合どう考えるのかということです。これまで福祉の中でサービス
を受けておられる方たちが、さまざまな介護認定の結果、介護度が１だとか２だと
か、あるいは自立だとみなされた場合、これまでは特に自立だとみなされてしまった
場合の措置については各市町村でカバーをしていくということで、市町村の保健の事
業計画の中で見ていくことが言われておりましたけれども、いわゆる要介護認定をさ
れたけれども、これまで受けてきたサービスが抑え込まれてしまうといった場合に、
それをカバーすることがこの介護保険の中で考えられないのかどうかということを伺
いたいと思います。特にこれはホームヘルプサービスの回数であるとか、それからこ
こにも書いておりますが、痴呆性を持つ高齢者の方々に対してのショートステイの問
題だとか、そういうことが大きくかかわってくると思います。
実は２月22日に参議院の福祉委員会の中で、日本共産党の小池議員が質問した中にこ
のショートステイの問題が出されております。ここで出されている一つの事例を紹介
したいと思いますが、東京にお住まいの老人性痴呆のある77歳の女性が夫と息子夫婦
と、それから２人の孫という６人暮らし。ところが、この方が痴呆で家の中を徘回す
るし、夜間は眠らずに同じ話を繰り返すという状態を持っていらっしゃる方です。昼
間は夫が面倒を見ているけれども、夜間は息子さんが対応している。現在は月に10日
のショートステイと週２回のデイサービスを受けておられるということなんですが、
夜面倒を見ておられる息子さんも月に10日間、ショートステイによってぐっすり眠る
ことができれば自宅で見ていくことができるんだというふうにおっしゃっているわけ
です。ところが、この方が要介護申請をしましたら、２と判定されたと。そうする
と、ショートステイは半年で14日しか受けられない。これをオーバーする分は全部自
費ということになりますから、そうなると、自費だと１日１万円を超えてしまうと。
こうなれば、とてもではないけれどもやっていけないと、途方に暮れているという
ケースが出されております。
ショートステイは、これまでは１回につき７日までで、回数は無制限だったわけで
す。さらに、事情に応じて日数延長も認められていましたし、弾力化の事業の中で最
長３カ月ということもあったということですが、介護保険の中では一番介護度の高い
５であっても、ようやく月に１週間しかショートステイが認められないということも
あります。ホームヘルプサービスも先ほどの障害者の方のように、週に３回見ていた
のが自立とみなされたり、あるいは介護度が軽くなったためにその回数が持てない。
あるいは、必要な回数を組み合わせようとすると、介護の給付額全体の中で抑え込ま



れてしまって、それからはみ出た分が受けられなくなってしまうということが出てま
いります。そうした場合に、果たして市町村がすべてこうしたものについての上乗
せ、あるいは横出し的なサービスをカバーすることができるのかどうかということ
を、全部市町村に投げかけることができるんだろうかという心配を持つわけです。こ
の点について、この介護保険の事業の中で、今度の事業計画の中では法定給付分しか
なされてないわけですけれども、どう考えられるのかということについて伺いたいと
思います。
それから３点目は、障害者・難病患者に関する対応です。
この障害者・難病患者という方々は、どこまでが医療で、どこからが介護の分野に属
するかということがなかなか分けにくいという実態の中で、現にさまざまな形での介
護を受けておられます。そんな中で、40歳以上となってこの介護保険の対象になった
場合にどういう対応がなされていくのかということを大変心配しておられるというの
を、26日の私も参加しました学習会で本当にまざまざと見せつけられた思いがしてお
ります。特に調査員の方、あるいはケアプランを作成する段階で障害者の障害の度合
い、あるいはありようといったものについて、さまざま対応していくための専門性を
踏まえた独自の人材の育成や、その確保といったものがどうしても必要となってくる
と思います。この場所でもよくわからない人が調査員となって、その中で特記事項も
きちんと書かれないままなってしまったらどうしようかという不安があるので、ぜひ
障害者手帳を持っていたり、あるいはいろんな状態がある場合は全部特記事項に書い
て、その特記事項については認定審査会の中で特別に時間をとって審査もしてもらい
たいんだという要望が出されておりましたが、そうしたことも踏まえながら、この専
門性を踏まえた独自の体制といったものが必要ではないかと思いますが、そういうこ
とが特に加味されているのかどうかということについてお答えください。
さらに、視聴覚障害者という、いわゆる情報が得がたい方々に対して制度の十分な説
明、あるいは各事業者のサービス内容などについての説明、こうしたものがきちんと
なされなくては、きちんとした選択、十分な選択ということができなくなってしまい
ます。一般的な全戸配布のパンフレットということが先ほど予算の説明の中でござい
ましたけれども、この視聴覚障害者など情報障害の方たちに対しての体制といったも
のがどのような考えがあるのか。さらに、これを広域連合からの発信だけではなく、
各事業者に対してもこうした方々に対しての説明義務といったものをやはり持ってい
ただくような働きかけをぜひしていただきたいと思いますけれども、その点について
のお考えをお示しいただきたいと思います。
○岡部介護認定課長
まず初めに、山下明子議員の認定審査のあり方、実態調査を踏まえた判定をというこ
とですが、認定は介護保険制度においては極めて重要な手続であるというふうに思っ
ております。認定審査で市町村ごとに介護度に差が出るということは、同じ介護保険
制度において不公平であります。心身の状況が同じ状態であれば、同じ介護度が出る
ということが重要であります。したがいまして、国が示した全国一律の客観的な認定
基準に基づいて認定審査を行っております。
認定につきましては何回も申し上げておりますけれど、客観的で公平な判定を行うた
めにコンピューターによる１次判定、それを原案といたしまして介護認定審査会で２
次判定を行っているところです。２次判定におきましては、在宅や施設の別、それか
ら家族介護の有無、住宅環境などで事実のみを理由として判定結果の変更はできない
ようになっております。主治医意見書や認定調査の特記事項の記載内容から特に介護
の手間がかかること、介護の手間がかかることでこれを時間に直しまして、どれぐら
い介護時間が必要であるかということを具体的に明らかな場合には、それらを加味し
て２次判定の変更が行われているところであります。
貞包議員さんのときにもお答えいたしましたけれど、審査会では介護度がこのよう
に、私どもの方では変更がなっているところですけれど、全国一律の基準で１次判定



を補完するものとして介護認定審査会の役割があるわけです。これは重要なものであ
りまして慎重に、かつ十分な審議が行われているところです。先ほど平均４分という
お話が出ております。平均では確かに４分です。ですけれど、案件によりましては、
１案件10分以上を審議していただく事例も多々あっておりますので、なべて４分で済
ませているということではございませんので、ぜひその点も御理解をいただきたいと
思っております。
それから２番目の、認定審査資料の事前配布と。事前配布をしているところほど変更
率が高いということで御指摘を受けましたけれど、私どもの介護認定審査会はパソコ
ンによる審査会システムを導入しております。で、運営を行っているわけですけれ
ど、審査会資料の審査員への事前配布はしていないということはもう御存じなわけで
すけれど、この審査判定資料をパソコンでデータ化することで認定調査の結果と、そ
れから主治医意見書、これらの相違項目の表示とか、それから参考情報の表示、これ
らがスムーズに取り入れられるようになっております。そのことと、それから私ども
連合の保健婦で事前に相違項目の内容確認、調査員への内容確認、こういうものを
行っております。これで審査会のスムーズな運営ということ、それから議員さんが
おっしゃっておりました、その方の状況をより審査会で審議をしていただくようにと
いうことで、この辺を状況を取り上げているところです。
また、審査会の運営につきましては、１次判定の結果の高いものから審査を行うな
ど、申請者の常態像の把握が総合的に、それからイメージをしていただけるように工
夫を行いながら審査会を進めているところです。審査会資料の事前配布につきまして
は、私ども準備要介護認定に入る前にモデル事業を実施いたしました。そのときに認
定審査資料の事前配布を行いまして、今の審査会システムで認定審査を開催したわけ
ですけれども、審査員の事後検討会におきまして、事前配布を行わなくてもシステム
の対応が十分にできているからということで、事前配布はしないということの決定を
経て審査会運営を行っているところです。これからも定期的な合議体の委員長会議を
開催していただきまして審査基準の確認、そういうふうなものを行いながら、ばらつ
きのない公平・公正な認定審査の確保を行っていくようにいたしたいと思っておりま
す。
それから、３番目の障害者・難病患者に対する対応ということでございます。医療と
介護の区分が明確になりにくいこの分野での専門性を踏まえた独自の人材の育成が必
要ではないのかということでございますが、障害者・難病患者といった分野について
専門的な人材育成ということの御指摘です。
介護保険制度では、新たに導入される制度であるということや、制度そのものが複雑
な内容であるということで、住民の方々の理解しにくい点が多いと思われます。その
ために私ども、制度についての趣旨普及に努めているところでございますが、この制
度導入によりまして医療と福祉が再編成されることとなったわけです。これまでの制
度の中では、福祉職は医療分野について知識的に弱い、また逆に、医療職は福祉分野
に弱いという傾向があったかと思います。しかし、介護保険制度では、弱いと思える
分野について勉強いたしまして、国がやりました試験に合格したケアマネジャーが誕
生しているわけであります。この制度の中で最も大きな役割を担っていくわけでし
て、法の中にも位置づけられております。ケアマネジャーは、利用者が最も快適な生
活が送られるようにということで、医療・保健・福祉との連携を図りながら介護支援
計画をつくって支援していくことになるわけです。しかし、ケアマネジャーもまだま
だ未熟でありまして、そのために県が主催しますケアマネジャー研修会が継続的に行
われているところでありますので、すべての分野での知識向上が図られていくという
ふうに思っております。被保険者に対しての支援も十分なものになっていく、今後は
十分になっていくものと考えております。また、そのほかには専門的知識を持った人
材といたしまして、私ども広域連合の職員を合わせて構成市町村にケアマネジャーの
資格を持った保健婦が53名おりますので、総合的な判断により十分な対応ができるも



のではないかというふうに考えております。
それから、障害者・難病患者に対する対応ということで、情報が得がたい人に対して
十分な説明と選択が可能となるような体制の確立ができているのかということについ
てですが、介護保険制度の趣旨普及につきましてはパンフレットの全戸配布、それか
ら新聞、テレビ等のマスメディアの活用、広報用のビデオの作成、こういうふうなも
のを進めながら、広く住民の方々に御理解していただきたいというふうに考えており
ます。今回御指摘の情報を得がたい視聴覚障害者に対しましては、点字のパンフレッ
トを作成する等で対応していきたいというふうに予定しております。また、視聴覚障
害者への説明会を今までにも開催いたしましたけれども、今後も各団体に働きかける
などして、機会をとらえた説明会を数多く行うように、今後努力していきたいという
ふうに思っております。また、事業者への働きかけ、説明等については、県の方で指
導等を行っていけるものと思っております。
○青木業務課長
山下明子議員さんの２点目の御質問、現在サービスを受けている水準が認定結果の給
付上限によって抑えられてしまう場合の措置についての御質問ですが、介護保険制度
においては、保険の給付は要支援から要介護度５までの認定に基づきまして、訪問通
所サービス、短期入所サービス等の区分ごとに限度額が設定されております。
現在、高齢者福祉の措置を受けている方が介護保険制度に移行した場合に、限度額が
設定されることで、これまで受けていた水準のサービスを引き続き受けることができ
ないおそれがあるのではないかという御質問でございますが、介護保険事業計画で
は、住民の皆様の介護給付に関するニーズ調査を踏まえ、利用者の需要に対して十分
な給付サービスを行うよう、事業計画を策定いたしております。これまで要介護認定
を受けられた方で見ますと、認定された要介護度で、これまでの介護サービス水準を
満たす介護保険の給付ができているものと考えております。
介護認定されました方々の介護支援計画におきましては、介護保険の給付サービスは
もちろんのこと、各市町村で取り組まれている高齢者福祉のサービスを含めて介護支
援計画の作成が行われ、地域の特性を生かした一人一人の高齢者に合った介護支援計
画、ケアが行われるものと期待しております。したがいまして、１号被保険者の保険
料にかかわります上乗せの給付を行うことは現在のところ考えておりませんが、介護
保険事業計画が３年置きに事業費が見直されることから、それらの機会に住民の皆様
のニーズ等を十分に酌み取りながら、また、18市町村の高齢者の保健福祉計画と連携
しながら研究してまいりたいと思っております。
○山下議員
認定審査のあり方についてですが、85項目の調査内容そのものが施設介護をもとに中
心的につくられているということで、それ自体がやはり今のような問題をはらんでい
るんだと思います。在宅の場合はもっと想定すべきことがあるということが、先ほど
の事例にもあらわれていると思います。その人の体そのものがどう動くかということ
はみんなに共通することで、それは公平に判断する基準としてあるべきものとは思い
ます。けれども、それだけでは救えないところをこの85項目の中では含まれていない
と。だとすれば、どこでそれを参酌していくかといえば、それは２次判定であるべき
だと思います。厚生省は、先ほど述べられたように、在宅・施設の別だとか、家族介
護の有無、住宅環境のみの事実だけを理由として変更してはならないというふうに
言ってきたのは、まさにこれについて、くぎを刺すというふうなやり方にとれてしま
うわけですけれども、本当はそこをやらなければ、本当の介護はできないんではない
かというふうに私は思います。
例えば、介護度が３だとか、２だとか、あるいは１だとか見られても、特に１、２の
方々が施設に入らずに自宅でとなった場合、それをカバーする体制ができるのかどう
かということは、これは介護判定の中に入れ込まなくては、ちゃんとしたサービスの
給付ということにはなっていかないんではないかと思います。特記事項ですとか、医



者の意見書の中にそれが取り込まれていかなくなると、本当にその方は大変なことに
なると思いますし、それをどう組み込んでいくかということについて、やはり厚生省
が言ってきたからということだけで済ませられますと、実際に困ることがこれからど
んどん起きてくるんではないかと思います。中部広域連合の中では、こうしたことに
ついての不服の声は上がっていないというふうなことですが、果たして空回りでみん
な心配しているんだろうかと、これまで心配してきたことは全くあり得ないんだろう
かということを疑問に思えて仕方がないんです。本当にそこまでつかまれているんだ
ろうかということについて、先ほど挙げたような中身を実際この中部広域連合域内に
おいてつかまれていないのかどうかということをちょっと伺っておきたいと思いま
す。
それから、サービスの給付水準の問題です。これについての上乗せは考えていないと
いうことでしたけれども、市町村にすべてを投げかけられてしまった場合に、やはり
市町村独自にやらねばならないことがあって、そこまでどうしてもお金はかけられな
いとか、そういう事情によって十分カバーすることができない状態も想定されると思
います。実際に各個別のサービスの中身を聞いた中で、同じこの18市町村の中で、こ
れはちょっと取り組まないよというふうなことがあるということも聞いております
し、そうなった場合に、今現在受けておられるサービスが果たしてそのまま続けられ
るのかといったときに、同じ広域市町村の中で不公平が生じてしまうということが現
実に今心配として上がっているわけですから、この点についてはやはり、広域連合と
してもっと各市町村について問題提起もしながら、意見が十分出し合えるような形と
いうのを持っていただきたいと思います。そして、国に対しても、この上乗せ、横出
しがどうしても必要な場合についての早急な改善、支援といったものもぜひ広域連合
からも求めていただきたいと思いますし、その点についての全体的なお考えを伺いた
いと思います。
先ほどから申し上げておりますように、今まで受けておられた方が、この介護保険に
入ることによって保険料も払わなくてはならないし、しかもサービスの内容が抑えら
れてしまう、はみ出た分は自分が払わなくてはならないということになる、そこをだ
れが手当てするのかということを、内容としては介護の内容なのに、保険給付として
は見ないからということで投げ出してしまうことが、介護保険を運営する広域連合と
して果たしていいのかどうかということを先ほどから投げかけておりますので、その
点を踏まえて、ぜひお考えいただきたいと思います。
それから、障害者向けのことで、大体これは配慮はされているということですけれど
も、特に事業者に向けては県の方で指導されると思いますということでしたが、この
広域連合としても、そういうことを踏まえてお願いをするという立場になろうかと思
いますけれども、そういうことをやっていただきたいという流れをぜひつくっていた
だきたいと思いますので、この点については答弁は
要りませんが、要望としておきたいと思います。
○岡部介護認定課長
身体状況のみを判断してやっていくのかと、この85項目そのものが施設を利用されて
いる方を中心としてなされているのだから不備じゃないかという御指摘でした。
確かに中心になるのは、本人さんの身体状況を見て判断していただきます。審査会の
ときには御本人さんの概況調査、そういうふうなものもパソコンの中に入力しており
ますので、おひとり暮らしでとか、それからボランティアの援助ですとか、そういう
ふうな今受けているサービスの状況とか、いろいろパソコンの中に入力をしておりま
す。だけど、判断のやり方として、これだけのサービスを受けていらっしゃるから介
護度が幾らなんだとか、それから身体障害があられるから介護度が幾らなんだという
判断の仕方ではなくて、その障害があることで、日常生活にどのような障害が起きて
いらっしゃるのかというところから判断をしていくということですので、全然そうい
うふうな配慮をしていないということではないと、判断の仕方が逆にその方が生活す



るためにどういうふうな支障が生じているのか、介護に要する手間、時間、それがど
のくらい必要なのかということを見て審査会で判断をしていただいてもらっているわ
けです。ですから、本人さんの身体状況はもちろんですが、現在なされている介護の
状況ですね、そういうふうなのも踏まえて判断をしております。
ですから、先ほど議員さんが紹介していただきました、昼間は家族のどなたかが介護
されて、夜はどなたかが介護されてということであれば、それは介護に手間が余計か
かるという判断になりますし、それから同じ介護するについてもお１人では無理だ
と、２人とか３人かかってやらないといけないというふうなことが特記に書かれてい
ますと、そのような状況を判断していただくようになっております。調査員もまだま
だふなれな部分もありますので、例えば、この状況の方でこれがこういうふうになさ
れているのはもう少し説明が足りないんじゃないだろうかというふうなところも含め
て、私ども連合の職員が聞き取りをやりまして、そこに追加をさせていただいてい
る。それは調査員と了解のもとで追加をさせていただいたりということで、できるだ
け御本人さんの状況を盛り込んだ形で審査会をやっていただこうということで努力を
いたしているところでございます。
○飯盛総務課長
18市町村との福祉と介護についての関係のことについての御心配の点のお答えをいた
したいと思います。
広域連合、おかげさまで４月を迎えるに当たって、私どもは当初予定いたしておった
時点よりも非常に順調に進んできたというふうに自負いたしております。といいます
のも、準備要介護認定の一応のめどは３月の上旬についてしまいまして、２月の下旬
から３月についてケアプランを作成という段階に入ってきております。福祉の部門と
介護と切り分けた形でお考えをされておりましたけれども、ここまで来れましたの
は、18市町村の担当の福祉の課長さんたちが一生懸命になって、介護も自分たちの仕
事よということの意識のもとにつくり上げてきた結果でありまして、何もかにも介護
で、あとは福祉の課長さんたちは知らないよというスタンスでは決してございませ
ん。したがって、ここまでは介護でいきましょう、それから福祉ですよというふうな
話し合いのもとにここまで来ておるわけです。
したがって、今回、私どもが福祉の施策でありましたホームヘルプ事業を取り入れる
というふうなことに関しましても、福祉の課長さんたちの集まりの中で、これは全体
的に統一した考えで広域連合で行った方がよかろうということで、元来福祉で行うべ
きものをホームヘルプサービス事業についてという形で広域連合で取り上げてきてい
るわけです。だから、取り上げないものにつきましてはそれぞれお家事情というもの
がございまして、基盤整備の差だとか、いろんなところがございますので、一律的に
取り上げられないものについては、それぞれの福祉の課長さんたちが積極的に取り上
げていくというふうなことになっておりますので、御心配の点は要らないかと思いま
す。よろしくお願いいたします。
○山下議員
御心配の点は要らないということですが、心配なので質問をしているわけなので。確
認しておきたいことは、先ほどから申し上げているように、介護保険の給付限度額が
設定をされてしまったために、現実にこれまで受けていただけの量が受けられないと
いった場合、それを例えば市町村で取り組まれる場合は、ほとんどが自立支援者サー
ビスという形で周辺を受け入れるといいますか、受け皿としてつくっていかれること
が多いと思いますが、介護保険を受けながら、なおかつこれまでのサービスが受けら
れない分のはみ出たところも含めて、その市町村のそういう保健福祉サービスの中で
一緒にカバーできるんだという、そういうシステムになれば別に大丈夫かとは思いま
す。
ところが、これをもし受ける市町村の側が、これは自立支援者に対するサービスなん
ですよということで、既に介護保険で認定されている人については、これはもう当て



はめませんということになってしまうと、逆にこの部分が締め出されてしまうことに
なると思いますので、その点はぜひ話が風通しよくいくようなシステム、特に先ほど
も言われたし、私もわかりますが、各市町村のそれこそお家の事情というのがあっ
て、なかなか取り組めないという問題があることも想定されます。けれども、現実に
もしこれまでその市町村でやられていたことであったとすれば、それが続くだけのこ
とがどうカバーできるのかどうかということについては、今後もぜひ検討をしていた
だきたいと思いますので、その点についての今後の考え方というものを最後にお聞き
しておきたいと思います。
○寺町助役
ただいま山下議員から御質問がありましたが、確かに支給限度額というふうなこと
で、一応の利用する枠が定められました。これにつきましては基盤整備等との関係も
ありまして、１人の人が同じようなものを目いっぱい使いますと、なかなかそれに対
して、基盤整備が対応できないというふうな危惧も出てくるというようなことで支給
限度
額というのが定められているわけでございます。
今言われましたような、これまで受けられていた、そのために現在まで受けられてい
たサービスが受けられなくなるというふうな事例は、理論上はそういうこともあり得
るかもしれませんが、私たちといたしましては、そういうふうなことが出てきた場合
は福祉の措置で、今現在介護予防生活支援事業というふうなものを保健福祉計画の中
で十分に取り入れて、取り組むように関係市町村で連携をとりながら実施しているわ
けでございまして、この保健福祉計画で取り組まれるいろんな周辺事業等と連携を
とって、そういうふうな場合についても何らかの対応ができるのかどうか、ケースご
とに検討をしてまいりたいというふうに考えております。
◎ 閉 会
○米村議長
以上で通告による質問は終わりました。これをもって広域連合一般に対する質問は終
結いたします。
これをもって議事の全部を終了いたしましたので、会議を閉じます。
佐賀中部広域連合議会定例会を閉会いたします。
午後１時８分 閉 会

会議に出席した事務局職員
議会事務局長 古賀建夫

議会事務局書記 大坪充典
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